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告 示■

◎群馬県告示第２５４号

知事等が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠とな

る法令等（平成１７年群馬県告示第５５６号）、知事等が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法により行う施設の利用申請等に係る手続等の根拠となる条例（平成１７年群馬県告示第５５７

号）、知事等が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠

となる法令等（平成１７年群馬県告示第６８９号）、知事が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法により行う県税に係る手続等の根拠となる法令等（平成１７年群馬県告示第６９０号）及び知

事等がぐんま電子入札共同システムにより行う手続等の根拠となる法令等（平成１８年群馬県告示第６１号）は、

公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

◎群馬県告示第２５５号

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１１条第１項の規定により、特定有害物質によって汚染されてい

る区域を次のとおり指定する。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

１ 指定する区域 邑楽郡邑楽町大字中野字谷中田１３３番の一部、１３４番の一部、１３５番の一部

２ 指定に係る特定有害物質の種類

(1) 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号。以下「規則」という。）第３１条第１項の基準に

適合していない特定有害物質の名称 鉛及びその化合物並びにふっ素及びその化合物

(2) 規則第３１条第２項の基準に適合していない特定有害物質の名称 鉛及びその化合物

◎群馬県告示第２５６号

鳥獣保護区設定の告示（平成３０年群馬県告示第２４７号）の一部を次のように改正し、令和３年１１月１日か

ら施行する。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

表を次のように改める。

名称 区域 存続期間 保護に関する指針

日野鳥獣保 藤岡市上日野の一部で、県道会場鬼石線にかかる前沢橋を 令和３年１１ １ 指定区分 森
護区 起点とし、これから同県道を西に向って進み、日野県有林事 月１日から令 林鳥獣生息地

務所東側にある名無村峠に至る歩道に至り、同歩道を北方に 和１３年１０
進み藤岡市と甘楽町との境界（名無村峠）に至り、同境界を 月３１日まで ２ 指定目的 野
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東方に進んで鮎川支川前沢水源に達し、同水源を下流に進み 生鳥獣の生息環
起点に至る一円の区域（１５３ヘクタール） 境の保全と保護

増殖を図るため

◎群馬県告示第２５７号

鳥獣保護区設定の告示（昭和５６年群馬県告示第８９１号）の一部を次のように改正し、令和３年１１月１日か

ら施行する。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

本文中「鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律（大正７年法律第３２号）第８条ノ８第１項」を「鳥獣の保護及び管理並

びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）第２８条第１項」に改める。

表を次のように改める。

名称 区域 存続期間 保護に関する指針

尾瀬鳥獣保 利根郡片品村の一部で、大字戸倉字舟ヶ原地内の片品川と 令和３年１１ １ 指定区分 大
護区 尾名沢との合流点を起点とし、これから尾名沢を北西に進み 月１日から令 規模生息地

国道４０１号の尾名沢橋に至り、これから荷鞍山頂へ通ずる 和１３年１０
稜線を北西に進んで同山頂（２，０２４．２メートル）に至 月３１日まで ２ 指定目的 野
り、これから冬路沢と丸山沢との合流点に通ずる稜線を南南 生鳥獣全般の保
西及び西北西に進んで同合流点に至り、これから標高点 護繁殖を図るた
（１，７８６メートル）に通ずる稜線を西及び北西に進んで め
同標高点に至り、これから大行山頂に通ずる稜線を南南西に
進んで同山頂に至り、これから笠科川と赤沢の合流点に通ず
る稜線を西南西に進んで同合流点に至り、これから笠科川を
北西に進んで小赤沢との合流点に至り、これから南西方向の
三角点（１，７７８．１メートル）に通ずる稜線を南西に進
み同三角点を経て片品村とみなかみ町との境界線の交点に至
り、これから同境界線を北西及び北に進んで群馬県と新潟県
との境界線の交点に至り、これから片品村と新潟県魚沼市と
の境界線を東南東に進み片品村と福島県南会津郡檜枝岐村と
の境界線の交点に至り、これから同境界線を東へ進み尾瀬沼
及び小淵沢田代を経て小淵沢田代から赤安山頂（２，０５
１．０メートル）へ通ずる登山道との合流点に至り、これか
ら西に進んで檜高山頂（１，９３２．４メートル）に至り、
これから三角点（１，８８５．０メートル）に通ずる稜線を
南西に進んで同三角点に至り、これから一ノ瀬川と林道奥鬼
怒線との交点に通ずる稜線を南南西及び南に進んで同交点に
至り、これから同川を南に進んで片品川との合流点に至り、
これから同川を南西に進んで起点に至る線で囲まれた一円の
区域（１０，５９０ヘクタール）

◎群馬県告示第２５８号

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）第１２条第２項の規定により、
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次のとおり狩猟鳥獣の捕獲禁止区域を指定し、令和３年１１月１日から施行する。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

捕獲を禁止する
名称 区域 存続期間

狩猟鳥獣

日野御荷鉾 ニホンジカ及びイ 藤岡市上日野の一部で、鮎川支川山の神沢にか 令和３年１１月１日から
山地区狩猟 ノシシを除く全て かる御前岩橋を起点とし、これから林道山の神線 令和７年３月３１日まで
鳥獣の捕獲 の狩猟鳥獣 （木馬道）をヱビヅクリ峠に向って進み、同峠か
禁止区域 ら県有林と民有林との境界にある歩道をさらに南

進して、鮎川支川白水沢に接し、同沢をさかのぼ
って藤岡市と神流町との境界に至り、同境界を西
方に進んで塩沢峠に至り、同峠から鮎川支川栃の
木沢を下って鮎川に合し、同点から同川を下流に
進み、林道名無村線にかかる名無村橋に至り、同
橋から林道名無村線を北に進んで県道会場鬼石線
との交点に至り、同交点から同県道を東に向って
進み、起点に至る一円の区域（７１８ヘクター
ル）

◎群馬県告示第２５９号

水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１４条第２項の規定により、山田川に係る洪水浸水想定区域を指定し、

指定の区域、浸水した場合に想定される水深、浸水の継続時間並びに水防法施行規則（平成１２年建設省令第４４

号）第２条第４号に規定する計画降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域及び浸水した場合に

想定される水深を定めた。

その関係図面は、群馬県県土整備部河川課及び群馬県桐生土木事務所に備え置き、閲覧に供する。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

◎群馬県告示第２６０号

水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１６条第１項の規定により、水防警報を行う河川名及びその区間を次の

とおり指定した。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

水系名 河川名 区 域
所管土木
事務所名

左岸 桐生市川内町五丁目字向田

利根川 山田川
(名久木川合流点)

桐 生
自 至 渡良瀬川合流点

右岸 〃

令和３年９月２８日（火） 群 馬 県 報 第９９３９号
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◎群馬県告示第２６１号

群馬県景観条例（平成５年群馬県条例第３７号）第２０条第２号に規定する区域を次のとおり指定し、令和３年

１０月１日から施行する。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

みどり市の全域

公 告■

群馬県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年群馬県条例第９号）第６条の規定により、群馬

県の人事行政の運営等の状況について次のとおり公表します。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

群馬県の人事行政の運営等の状況の公表

第１ 職員の任免及び職員数に関する状況（令和２年度）

１ 採用者数の状況

区 分 競争試験 選考考査 合 計

知事部局等 128 181 309

企 業 局 6 13 19

病 院 局 1 71 72

教育委員会 14 446 460

警 察 121 41 162

合 計 270 752 1,022

※知事部局等 知事部局、議会事務局、人事委員会事務局、監査委員事務局及び労働委員会事務局に勤務する職

員をいう。

２ 退職者数の状況

区 分 定 年 勧 奨 普 通 その他 合 計

知事部局等 118 14 167 10 309

企 業 局 9 0 2 0 11

病 院 局 11 2 31 16 60

教育委員会 555 74 61 138 828

令和３年９月２８日（火） 群 馬 県 報 第９９３９号
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警 察 80 3 61 18 162

合 計 773 93 322 182 1,370

第２ 職員の人事評価の状況（令和３年度）

○相当の期間任用される職員を就けるべき業務に従事する職員（常勤職員等）

区 分 概 要

知事部局等 ○能力評価・・・日常の業務遂行やプロセスの中で、評価項目に挙げる期待行動が持続
企 業 局 的にとられているかどうかを通じ、発揮した能力の有無や度合いを評価
病 院 局 ・評 価 基 準 日 令和３年１２月１日
教育委員会 ・評 価 期 間 令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで
（教職員を除 ○業績評価・・・期待行動（能力）を通じ、挙げた業績の有無や度合いを評価・目標管
く。） 理制度を用いて実施

教育委員会 ○能力評価・・・評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職員が職務遂行の過程で発揮
（教職員のみ） した能力を評価

・評 価 基 準 日 令和３年１２月１日
・評 価 期 間 令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで

○業績評価・・・職員が設定した目標の達成状況及び取組状況を評価
・評 価 基 準 日 令和４年２月１日
・評 価 期 間 令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで

警 察 ○能力評価・・・評価項目に照らし、職員が職務遂行中に発揮した能力の程度を評価
・評 価 基 準 日 令和３年１２月１日
・評 価 期 間 令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで

○業績評価・・・職員が設定した目標の達成状況及び取組状況を評価
・評 価 期 間 令和３年４月１日から同年９月３０日まで
・評 価 期 間 令和３年１０月１日から令和４年３月３１日まで

○会計年度任用職員

区 分 概 要

知事部局等 評価基準に基づき、能力評価及び業績評価を実施
企 業 局 ・評 価 基 準 日 任用期間の満了する日から起算して１月前の日
病 院 局 ・評 価 期 間 会計年度任用職員の任用期間
教育委員会

警 察 評価基準に基づき、能力評価及び業績評価を実施
・評 価 基 準 日 令和３年１２月１日
・評 価 期 間 会計年度任用職員の任用期間

第３ 職員の給与の状況

１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

区 分 住民基本台帳人口 歳 出 額
実質収支

人 件 費 人件費率 （参考）
（令和３年１月１日） (A) (B) (B)/(A) 令和元年度の人件費率

令和２年 人 千円 千円 千円 ％ ％
度 1,958,185 999,279,885 16,479,524 217,608,287 21.8 30.2
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(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

職員数
給 与 費 (参考①)一人 (参考②)都道

区 分 当たり給与費 府県平均一人
(A)

給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計(B) (B)/(A) 当たり給与費

令和２年 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円
度 24,240 98,290,934 17,682,305 39,601,545 155,574,784 6,418 7,164

（注）１ 職員手当には、退職手当を含まない。

２ 職員数及び都道府県平均一人当たり給与費は、令和２年４月１日現在の人数及び金額である。

３ 一人当たり給与費は、人件費の決算額を正規職員数で除して算出したものであるが、人件費には再

任用短時間勤務職員分の給与も含まれている（※職員数には再任用短時間勤務含まれない）ことな

どから、いわゆる平均給与額（年収）を示すものではない。

４ 参考②は、令和元年度地方財政状況調査による。

(3) ラスパイレス指数等の状況

①ラスパイレス指数の状況

※ 括弧書きは、地域手当補正後のラスパイレス指数

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国

の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用

職員の俸給月額を１００として計算した指数であるが、ラスパイレス指数はあくまでも給料月額（基

本給）のみを基礎として算出されるものであり、毎月支払われる諸手当については除かれた給与比較

指標である。

２ 括弧書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数と

は、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当

の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。（補正前のラスパイレス指数×（１+本県の地域手当支

給率）／（１+国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

３ 「指定職含む」の値は、比較している国家公務員の人員及び給料水準について、行政職俸給表
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（一）適用職員の他に指定職俸給表適用職員を合算し、ラスパイレス指数を算出した場合の値である。

※ 指定職俸給表適用職員（国における本府省の部長等以上の官職を占める職員）はラスパイレス指

数の比較における国家公務員の人員及び給料水準の算定基礎には含まれない。一方で、地方公共団

体については部長等を含む全ての一般行政職を算定基礎としてラスパイレス指数を算出しているこ

とから、指定職俸給表適用職員を算定基礎に含めて試算したものである。

（参考）国の指定職俸給表の俸給月額（令和２年度）

１号俸の俸給月額 最高号俸の俸給月額

706,000円 1,175,000円

※令和２年４月１日のラスパイレス指数が、１００を超えている理由等

・昇給日が異なる（国：１月１日 本県：４月１日）ことに加え、職員構成の違い等が影響していると考
えている。

②平均給与月額（一般行政職）の状況

（注）１ 「平均給与月額（国比較ベース）」は、国家公務員の時間外勤務手当、特殊勤務手当等の支給額が非

公表であることから、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算

出した平均給与月額（給料月額と諸手当の合計）である。

２ 平均給与月額については、「２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況」を参照のこと。

(4) 給与改定の状況

①月例給

人事委員会の勧告

区 分 給与改定率
(参考)

民間給与 公務員給与 較差 勧告 国の改定率
(A) (B) (A)－(B) （改定率）

令和２年 円 円 82 円
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度 374,521 374,439 (0.02 ％) 改定なし 改定なし 改定なし

（注） 「民間給与」及び「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイ

レス比較した平均給与月額である。

②特別給（期末・勤勉手当）

人事委員会の勧告
(参考)

区 分 年間支給月数 国の年間
民間の支給 公務員の 較差 勧告 支給月数
割合(A) 支給月数(B) (A)－(B) (改定月数)

令和２年 月 月 月 月 月 月
度 4.44 4.50 ▲0.06 ▲0.05 4.45 4.45

（注） 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給

月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支
給割合の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

（給料表の改定実施時期）平成２８年４月１日
（内容）国の見直し内容を踏まえ、行政職給料表の給与月額を平均２％（最大４％程度）の引下げ。激
変緩和のため、平成３０年３月３１日まで経過措置（現給保障）を実施。他の給料表については、行
政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

（支給割合）県内一律２．５％を支給
（実施時期）平成２８年４月１日

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）

①一般行政職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

群馬県 43.4 歳 334,700 円 409,596 円 366,866 円

国 43.2 歳 327,564 円 － 408,868 円

都道府県平均 42.8 歳 324,055 円 413,722 円 366,268 円

②技能労務職

公 務 員

区 分
平均年齢 職員数 平均給料月額

平均給与月額 平均給与月額
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(A) （国比較ベース）

群馬県 53.7 歳 73 人 349,000 円 376,220 円 367,353 円

うち学校給食員 － 8 人 345,900 円 368,400 円 359,892 円

うち用務員 － 58 人 351,200 円 378,925 円 370,480 円

国 50.9 歳 2,319 人 287,283 円 － 328,862 円

都道府県平均 53.6 歳 187 人 318,887 円 373,164 円 350,729 円

民 間 参 考

区 分
対応する民間の類似職種 平均年齢 平均給与月額 (A)／(B)

(B)

群馬県 － － － －

うち学校給食員 調理士 44.0 歳 259,200 円 1.4

うち用務員 用務員 55.9 歳 207,900 円 1.8

国 － － － －

都道府県平均 － － － －

参 考

区 分
年収ベース（試算値）の比較

公務員 民 間 (C)／(D)
(C) (D)

群馬県 － － －

うち学校給食員 6,092,600 円 3,425,100 円 1.8

うち用務員 6,285,000 円 2,862,400 円 2.2

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（企業規模１０人以上、短時間労働

者を除く常用労働者について集計したもの）を使用している（平成２９年度から令和元年度までの３か年平

均）。

※ 民間データのうち群馬県「うち用務員」の数値は、全国計のデータである。

※ 「常用労働者」とは、「期間を定めずに雇われている労働者」及び「１か月を超える期間を定めて雇われ

ている労働者」並びに「日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち、４月及び５月にそ

れぞれ１８日以上雇用された労働者」を含むものである。

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致

しているものではない。

※ 年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額（公務員においては、令

和２年４月１日現在）を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間に
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おいては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

※ 職員数が３人以上の主な職種について記載している。

③高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

群馬県 45.8 歳 385,400 円 432,980 円

都道府県平均 44.8 歳 372,601 円 430,717 円

④小・中学校（幼稚園）教育職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

群馬県 43.8 歳 364,800 円 403,587 円

都道府県平均 42.4 歳 356,917 円 410,239 円

⑤警察職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

群馬県 38.3 歳 321,100 円 430,867 円 347,236 円

国 41.4 歳 319,832 円 － 378,311 円

都道府県平均 38.4 歳 323,548 円 456,572 円 371,763 円

（注）１ 職員の平均年齢、職員数、平均給料月額、平均給与月額及び平均給与月額（国ベース）については、

令和２年４月１日現在のものである。

２ 「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均である。

３ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手

当等の全ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい

るものである。

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤

務手当等を除いたもの）で算出している。

(2) 職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）

区 分 群 馬 県 国

一般行政職 大 学 卒 187,200 円 182,200 円

高 校 卒 153,900 円 150,600 円

技能労務職 高 校 卒 149,500 円 －

中 学 卒 － －

高等学校教育職 大 学 卒 209,000 円 －
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短 大 卒 183,500 円 －

小・中学校教育職 大 学 卒 209,000 円 －

短 大 卒 186,400 円 －

警 察 職 大 学 卒 213,900 円 211,400 円

高 校 卒 182,100 円 173,400 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）

区 分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

一般行政職 大 学 卒 282,062 円 359,036 円 384,377 円 398,791 円

高 校 卒 234,650 円 317,521 円 350,686 円 371,460 円

技能労務職 高 校 卒 － － － (31年)355,080 円

中 学 卒 － － － －

高 等 学 校 大 学 卒 305,323 円 389,128 円 409,749 円 419,543 円

教 育 職 短 大 卒 － － － －

小・中学校 大 学 卒 306,831 円 379,880 円 399,385 円 409,745 円

教 育 職 短 大 卒 － － 383,433 円 402,225 円

警 察 職 大 学 卒 284,184 円 387,531 円 411,341 円 419,350 円

高 校 卒 266,533 円 361,114 円 392,360 円 407,463 円

（注） 該当職員が５人以下の区分については、記載なし（近似の経験年数も同様）。

３ 一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和３年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の給料月額 最高号給の給料月額

１ 級 主事、技師 621 人 13.0 ％ 146,100 円 247,600 円

２ 級 主事、技師 575 人 12.0 ％ 195,500 円 304,200 円

３ 級 主任、副主幹 1,052 人 22.0 ％ 231,500 円 350,000 円

４ 級 主幹、係長 440 人 9.2 ％ 264,200 円 381,000 円

５ 級 補佐 1,227 人 25.6 ％ 289,700 円 393,000 円

６ 級 次長 649 人 13.6 ％ 319,200 円 410,200 円

７ 級 課長 177 人 3.7 ％ 362,900 円 444,900 円

８ 級 局長 26 人 0.5 ％ 408,100 円 468,600 円

９ 級 部長 22 人 0.5 ％ 458,400 円 527,500 円
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（注）１ 群馬県職員の給与に関する条例（昭和２６年群馬県条例第５５号）に基づく給料表の級区分による

職員数である。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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(2)国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和２年４月１日現在）

(3) 昇給への人事評価の活用状況

令和２年４月２日から令和３年４月１日 管 理 職 員 一 般 職 員

までにおける運用

イ 人事評価を活用している ○ ○

活用している昇給区分 昇給可能 昇給実績が 昇給可能 昇給実績

な区分 ある区分 な区分 がある区分

上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○

上位、標準の区分 － － － －

標準、下位の区分 － － － －

標準の区分のみ（一律） － － － －

ロ 人事評価を活用していない － －

活用予定時期 － －
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４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

群 馬 県 国

一人当たり平均支給額（令和２年度） －
1,809 千円

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.55 月分 1.9 月分 2.55 月分 1.9 月分
（ 1.45 ） （ 0.9 ） （ 1.45 ） （ 0.9 ）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％
管理監督者加算 10～25％ 管理監督者加算 10～25％

（注） 括弧書きは、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

令和元年度中における運用 管 理 職 員 一 般 職 員

イ 人事評価を活用している ○ ○

活用している成績率 支給可能な 支給実績が 支給可能な 支給実績が

成績率 ある成績率 成績率 ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○

上位、標準の成績率 － － － －

標準、下位の成績率 － － － －

標準の成績率のみ（一律） － －

ロ 人事評価を活用していない － －

活用予定時期 － －

(2) 退職手当（令和３年４月１日現在）

群 馬 県 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 19.6695 月分 24.586875 月分 勤続２０年 19.6695 月分 24.586875 月分
勤続２５年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤続２５年 28.0395 月分 33.27075 月分
勤続３５年 39.7575 月分 47.709 月分 勤続３５年 39.7575 月分 47.709 月分
最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分
その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２～45％加算）
一人当たり平均支給額

2,587 千円 16,540 千円

（注） 退職手当の一人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当（令和３年４月１日現在）

支給実績（令和２年度決算） 2,614,537 千円
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支給職員一人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 107,874 円

支給対象地域 支給率 支給率（国の制度） 支給対象職員数

東京都特別区 20 ％ 20 ％ 20 人
（24 人）

大阪府大阪市 16 ％ 16 ％ 2 人
（2 人）

埼玉県さいたま市等 15 ％ 15 ％ 2 人

（2 人）

上記以外の県外市町村 － － 0 人
（4 人）

群馬県高崎市 2.5 ％ 6 ％ 427 人
（3,772 人）

群馬県前橋市、太田市、渋川市 2.5 ％ 3 ％ 3,085 人
（10,428 人）

上記以外の県内市町村 2.5 ％ 0 ％ 1,185 人
（10,051 人）

医師・歯科医師 16 ％ 16 ％ （24 人）

平均支給率 2.5 ％ 2.5 ％ －
（2.3 ％）

（注）１ 「支給対象職員数」のうち、上段は一般行政職の職員数、下段括弧書内は全職種の職員数である。

２ 「支給率」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し本県の支給率で支給した場合の加重平均の支

給率である。また、「支給率（国の制度）」の欄の平均支給率は、支給対象職員（上段、下段の別は

それぞれ平均支給率の別に同じ）に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率である。

(4) 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

支給実績（令和２年度決算） 908,229 千円

支給職員一人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 93,680 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度） 40.0 ％

手当の種類（手当数） 49

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 左記職員に対する支給単価

税務手当 ①県税の賦課徴収に従事する行政県税事務所等職員（② （月額）
を除く。） 12,300円～18,000円

②県税の賦課徴収に従事する行政県税事務所等職員(管 （日額） 410円～480円
理職員)

③県税の賦課徴収に従事する行政県税事務所等以外の職 （日額） 860円
員

教育指導手当 ①実技による教育訓練の指導に従事する消防学校職員 （日額） 280円又は380円
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②職業訓練の指導に従事する産業技術専門校の職業訓練 （月額）
指導員 給料月額の４％又は10％

（上限30,000円）
③農林業技術に関する教育又は研修に従事する農林大学
校の普及指導員等

社会福祉業務手 福祉に関する業務に従事する保健福祉事務所等職員 （日額） 220円～430円
当

防疫等作業手当 感染症又は家畜伝染病に係る防疫作業等に従事する職員 （日額） 290円～760円
※ 新型コロナウイルス感染症対応業務 ※（日額）580円～4,000円

精神保健業務手 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく立会 （日額） 600円
当 い等の業務に従事する職員

夜間看護等手当 深夜に行う看護、介護等業務に従事するしろがね学園職 （勤務１回）
員 2,400円～3,700円

犬等取扱作業手 犬等の捕獲・処理等の業務に従事する職員 （日額） 400円
当

環境衛生検査等 し尿処理施設等の立入検査等の業務に従事する職員 （日額） 250円又は650円
業務手当

種雄豚等取扱手 種雄豚の自然交配等に係る業務に従事する畜産試験場又 （日額） 230円又は270円
当 は浅間家畜育成牧場職員

獣医師業務手当 ①家畜に関する試験研究等業務に従事する畜産試験場又 （月額）
は浅間家畜育成牧場の獣医師 11,000円又は12,000円

②ＢＳＥ検査のための検体採材業務に従事する職員 （日額） 1,350円又は760円

繭糸技術業務手 繭糸に関する煮繭等の業務に従事する職員 （日額） 150円又は200円
当

特殊自動車運転 特殊自動車を運転する業務に従事する職員 （日額） 280円又は420円
業務手当

爆発物等取扱手 火薬類の製造施設等の保安検査等に従事する職員 （日額） 230円又は290円
当

用地取得等交渉 用地取得等に関する業務に従事する職員 （日額） 650円又は700円
業務手当

特殊現場業務手 ①高所、深所等での検査、監視等業務に従事する職員 （日額） 200円～600円
当

②自然解説に関する業務に従事する職員 （月額） 給料月額の12％

航空業務手当 航空機の搭乗に関する業務に従事する職員 （１時間） 1,900円

夜間特殊業務手 深夜に行われる業務に従事する交替制勤務職員 （勤務１回）
当 730円又は1,100円

兼務手当 正規の勤務時間外において昼間又は夜間の課程の職員が （授業１時間）
別の課程の授業に従事する場合 1,730円又は1,860円

産業教育実習手 正規の勤務時間外において産業教育実習に関する特殊業 （勤務１回）
当 務に従事する職員 2,450円又は4,900円
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通信教育手当 正規の勤務時間外において通信教育の添削又は面接指導 （レポート１枚） 186円
業務に従事する職員 （授業１時間） 1,860円

入学者選抜手当 正規の勤務時間外において入学選抜に関する業務に従事 （１時間） 600円
する職員

夜間課程本務手 夜間課程を本務とする職員（教育職員を除く。） （日額） 250円
当

非常災害時等緊 週休日等において学校の管理下において行う非常災害時 （日額）7,500円～16,000円
急業務手当 等の緊急業務に従事する職員

修学旅行等指導 泊を伴う修学旅行等で児童生徒を引率して行う指導業務 （日額） 5,100円
業務手当 に従事する職員

対外運動競技等 泊を伴うもの又は週休日等における運動競技等で児童生 （日額） 5,100円
指導業務手当 徒を引率して行う指導業務に従事する職員

部活動指導業務 週休日等の部活動指導業務に従事する職員 （日額） 2,700円
手当

有害物取扱手当 毒物等を取り扱う農業学科の実習業務に従事する職員 （日額） 230円

教育業務連絡指 主任等として教務等に関する業務についての連絡調整・ （日額） 200円
導手当 指導助言に当たる職務の者が担当業務に従事した場合

多学年学級担当 小・中学校の２以上の学年をもって編成した学級を担当 （日額） 290円（2学年）
手当 する職員が授業・指導業務に従事する場合 350円（3学年）

他校兼務手当 本務として勤務する学校以外の学校に勤務する職員 （日額） 500円

刑事作業手当 私服で犯罪の捜査、被疑者の逮捕等の業務に従事する職 （日額） 520円
員

鑑識作業手当 鑑識、鑑定、図化等の業務に従事する職員 （日額） 300円又は520円

交通取締用自動 交通取締用の自動車等の運転業務に従事する職員 （日額） 390円又は520円
車等運転手当

看守作業手当 留置人の看守業務又は被疑者の護送の作業に従事する職 （日額） 200円又は340円
員

爆発物取扱等作 ①火薬類の製造施設等の立入検査等に従事する職員 （日額） 290円
業手当

②特殊危険物質等に対して行う鑑識等の作業に従事する （日額） 4,600円
職員

③特殊危険物質による被害の危険がある区域内において （日額） 250円
行う作業に従事する職員

④特殊危険物質の製造過程を解明するための実験に従事 （日額） 460円
する職員

死体処理手当 死体の取扱等作業に従事する職員 （死体１体）
1,600円又は3,200円

交通捜査等作業 交通事故、交通違反等の捜査業務等に従事する職員 （日額） 310円～570円
手当

警ら手当 警ら作業に従事する職員 （日額） 300円
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夜間特殊業務手 深夜に行われる業務に従事する交替制勤務職員 （勤務１回）
当 730円又は1,100円

青少年補導手当 青少年の非行防止のための街頭補導業務に従事する職員 （日額） 280円

爆弾処理手当 爆発物の識別、運搬、解体等の処理業務に従事する職員 （処理１件） 4,600円

遭難救助手当 ①山岳遭難者の捜索救助の業務又は重大な災害における （日額） 500円～4,600円
災害警備、遭難救助等の業務に従事する職員

②東日本大震災、特定大規模災害に係る作業に従事する （日額） 660円～40,000円
職員

緊急呼出業務手 突発的事件等の処理業務のため正規の勤務時間外に緊急 （勤務１回） 1,240円
当 呼出しにより勤務を命じられ、当該業務に従事する職員

潜水作業手当 潜水器具を着用して潜水業務に従事する職員 （日額） 500円

航空作業手当 ①航空機の整備作業を行う業務に従事する職員 （日額） 1,050円

②航空機の操縦作業、搭乗して行う捜索等の業務に従事 （１時間）
する職員 1,900円～6,630円

③飛行中の航空機からの降下作業業務に従事する職員 （日額） 500円又は870円

核物質輸送警備 核物質輸送車両を先導し、又は追従する警備業務に従事 （日額） 640円
手当 する職員

身辺警護等作業 皇族の側近警備等業務に従事する職員 （日額） 640円又は1,150円
手当

銃器犯罪捜査従 防弾装備を着装し、武器を携行して行う犯人逮捕等の業 （日額） 260円～1,640円
事手当 務に従事する職員

新型コロナウイ ①新型コロナウイルス感染症の患者等に対して行う犯罪 （日額） 3,000円
ルス感染症対応 捜査、逮捕、保護、看守・護送、死体処理に従事する
作業手当 職員

②新型コロナウイルス感染症の患者等の身体に接触 （日額） 4,000円
して行う作業等に従事する職員

(5) 時間外勤務手当

支給実績（令和２年度決算） 3,455,928 千円

職員一人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 396 千円

支給実績（３０年度決算） 3,221,241 千円

職員一人当たり平均支給年額（３０年度決算） 383 千円

（注） 職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月

１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

く。）であり、短時間勤務職員を含む。

(6) その他の手当（令和３年４月１日現在）
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支給職員一
支給実績 人当たり

国の制度 国の制度と
手 当 名 内容及び支給単価 平均支給年額

との異同 異なる内容 (令和２年
(令和２年度

度決算)
決算)

扶養手当 扶養親族のある職員に支給 同じ － 千円 円
１ 配偶者 3,500～6,500円 2,342,864 254,079
２ 子 10,000円
３ その他の扶養親族 3,500～6,500円
４ 特定年齢にある子 一人5,000円加算
※「１及び３」は、行政職給料表９級適
用者等に対して支給しない。

住居手当 自ら居住するための住居を借り受け家賃 同じ － 千円 円
を支払っている職員に支給 1,243,253 293,774
・家賃の額に応じて支給

（上限27,000円）
※家賃12,000円を超える場合に限る。

通勤手当 通勤に要する費用を直接負担している職 異なる 千円 円
員に支給 2,079,897 92,432

１ 交通機関を利用する場合 国は、55,000
運賃等相当額を全額支給 円を限度に全

額支給

２ 交通用具を利用する場合 国は、使用距
使用距離に応じて支給 離に応じて
（例) 自動車で通勤した場合 2,000円～

・10km ･･････ 6,500円 31,600円
・15km ･･･････8,900円
・20km ･･････11,550円

単身赴任手 異動等に伴って住居を移転し、やむを得 同じ － 千円 円
当 ず配偶者と別居し単身で生活することが 32,550 369,886

常況となった職員に支給
１ 基礎額 30,000円
２ 加算額 8,000円～70,000円
※交通距離に応じて加算

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員のうち、 一部異 国は、 千円 円
人事委員会の指定する職に在職する職員 なる 46,300円～ 1,406,960 696,170
に支給 139,300円
・給料表別・職務の級別・管理職手当の
区分別に定められた定額

42,100円～128,900円

初任給調整 採用による欠員の補充が困難と認められ 同じ － 千円 円
手当 る職員に支給 72,724 969,653

１ 医療職給料表（一）の適用を受ける
医師及び歯科医師
採用からの経験年数に応じ

49,100円～308,600円
２ 行政職給料表、研究職給料表又は
医療職給料表（二）の適用を受ける
獣医師
採用からの経験年数に応じ

1,000円～30,000円
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特地勤務手 生活に著しく不便な地に所在する公署に 同じ － 千円 円
当 勤務する職員に支給 14,510 186,026

・（給料月額＋扶養手当月額）
×支給割合（４～８％）

特地勤務手 特地公署等に異動した職員等のうち異動 千円 円
当に準ずる に伴って住居を移転した者に異動から３ 1,061 30,303
手当 ～６年間支給

・(異動時等の給料月額＋扶養手当月額)
×支給割合（２～５％）

夜間勤務手 正規の勤務時間として深夜（午後１０時 同じ － 千円 円
当 から翌午前５時まで）に勤務した職員に 208,478 161,611

支給
・勤務１時間当たり給与額×25％

×勤務時間数

休日勤務手 休日及び年末年始の休日に正規の勤務時 同じ － 千円 円
当 間中に勤務した職員に支給 677,278 442,087

・勤務１時間当たり給与額
×135～150％×勤務時間数

宿日直手当 宿日直を命じられた職員が勤務した場合 一部異 千円 円
に支給 なる 681,412 340,706

１ 一般の宿日直勤務 5,500円 国は､4,200円

２ 特殊業務の宿日直 国は､5,900円
(1) 教育機関施設等の生活指導

6,100円

(2) 警察の当直勤務 7,200円

(3) 医師・歯科医師の当直勤務
21,000円

管理職員特 管理職手当の支給される職員が臨時又は 一部異 ・国は、 千円 円
別勤務手当 緊急その他公務運営の必要により週休日 なる 6,000円～ 30,279 11,417

等に勤務した場合に支給 12,000円
・週休日等

勤務１回につき2,600円～18,000円
・平日深夜

勤務１回につき1,300円～6,000円

農林漁業普 農林漁業の普及指導に従事する職員に支 千円 円
及指導手当 給 29,637 235,214

・給料の月額×７％

寒冷地手当 寒冷地に在勤する職員に支給 一部異 ・国では、本 千円 円
なる 県の１～３級 59,461 33,405

１ 世帯主である職員（支給地域内に居 地が４級地と
住） なり、手当額
(1) 扶養親族のある職員 は17,800円、

１級地 17,800円 10,200円、7,
２級地 11,860円 360円のいず
３級地 8,900円 れかを支給

(2) その他の世帯主である職員
１級地 10,200円 ・国は、支給
２級地 6,800円 地域内への居
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３級地 5,100円 住を支給要件
２ その他の職員 としていな

１級地 7,360円 い。
２級地 4,900円
３級地 3,680円 ・支給地域が

一部異なる。

災害派遣手 他の地方公共団体等から災害応急対策又 千円 円
当 は災害復旧のため派遣された職員に支給 － －

・宿泊施設、滞在期間に応じて
3,970円～6,620円

武力攻撃災 他の地方公共団体等から国民保護の措置 千円 円
害等派遣手 を実施するため派遣された職員に支給 － －
当 ・宿泊施設、滞在期間に応じて

3,970円～6,620円

任期付研究 特に顕著な研究業績をあげた任期付研究 千円 円
員業績手当 員に支給 － －

・給料月額に相当する額

特定任期付 特に顕著な業績をあげた特定任期付職員 千円 円
職員業績手 に支給 － －
当 ・給料月額に相当する額

へき地手当 へき地学校等に勤務する職員に支給 千円 円
・（給料の月額＋扶養手当月額） 49,037 222,895

×支給割合（４～12％）

へき地手当 へき地学校等に異動した職員のうち異動 千円 円
に準ずる手 に伴って住居を移転したものに異動から 939 30,303
当 ３～６年間支給

・（給料の月額＋扶養手当月額）
×支給割合（２～４％）

定時制通信 定時制課程又は通信教育を行う高等学校 千円 円
教育手当 の教職員に支給 94,388 354,842

・給料の月額×支給割合（６～９％、管
理職４～７％）

産業教育手 農業、水産及び工業に関する課程を置く 千円 円
当 高等学校で実習を伴う科目を担当する教 193,790 403,729

職員に支給
・給料の月額×９％

(定時制通信教育手当受給者５％）

義務教育等 義務教育諸学校、高等学校、中等教育学 千円 円
教員特別手 校の後期課程及び特別支援学校に勤務す 946,618 64,735
当 る教育職員に支給

・職務の級及び号給別に定められた額
（8,100円を限度）

５ 会計年度任用職員の給与の状況（令和３年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等 令和２年度決算額

給料 ・常勤職員と同一の給料表（行政職給料表、医療職給料表（二）、医療 千円
職給料表（三）、福祉職給料表、栄養職給料表、事務職給料表）の１ 73,535
級を適用し、職務の困難度や責任の程度等に応じて号給を決定



25

令和３年９月２８日（火） 群 馬 県 報 第９９３９号

期末手当 （令和２年度支給割合）1.8 月分 千円
（令和３年度支給割合）2.55 月分 11,232

その他手当 ・地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、退職手当につ 千円
いて、常勤職員に準じて支給 3,368

（注） 「給与の状況」は、地方公務員法第２２条の２第１項第２号に規定する職員（一週間当たりの通常

の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間であ

る会計年度任用職員）の状況である。

６ 特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等

給 知 事 1,310,000 円
料 副 知 事 1,060,000 円

報 議 長 980,000 円
副 議 長 920,000 円

酬 議 員 830,000 円

知 事 （令和２年度支給割合）
期 副 知 事 3.35 月分
末
手 議 長 （令和２年度支給割合）
当 副 議 長 3.35 月分

議 員

退 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）
職 知 事 給料月額×57/100×在職月数 35,842 千円 任期毎
手 副 知 事 給料月額×43/100×在職月数 21,878 千円 任期毎
当

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８

月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

７ 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

区 分 職員数 対前年
主な増減理由

部 門 令和２年 令和３年 増減数

議会 34 34 0
総務企 650 663 13 避難対策係等の新設 ※

一 税務 281 279 ▲2 収納業務効率化
般 民生 439 435 ▲4 兼務による欠員 ※
行 衛生 538 601 63 感染症危機管理室の新設等 ※

普 政 労働 90 91 1 育児休業代替職員増
通 部 農林水産 944 940 ▲4 組織再編（東京園芸情報センター廃止）
会 門 商工 202 207 5 感染症対策産業経済支援室の新設等 ※
計 土木 708 695 ▲13 組織再編（八ッ場ダム関連事業の進捗）
部
門 計 3,886 3,945 59 （参考：人口10万人当たり職員数201.46人）

教育部門 14,730 16,373 1,643 集計方法の変更による増
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警察部門 3,919 3,922 3 欠員補充

小 計 22,535 24,240 1,705 （参考：人口10万人当たり職員数1,237.88人）

公会 病院 1,249 1,229 ▲20 退職不補充（看護師）
営計 水道 59 52 ▲7 群馬東部水道企業団への派遣終了
企部 下水道 51 51 0
業門 その他 233 234 1 組織再編（板東発電事務所の増員）
等

小 計 1,592 1,566 ▲26

合 計
24,127 25,806 1,679 （参考：人口10万人当たり職員数1,317.85人）

[ 26,431 ] [ 26,431 ] [0]

（注）１ 職員数は、一般職に属する職員数である。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。

３ 主な増減理由のうち、※が付くものは新型コロナウイルス感染症対応に関係するものである。

(2) 年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在）

構 成 比

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
区 分

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計
未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人
70 919 2,308 2,482 2,567 2,359 2,343 2,436 2,740 3,114 3,412 1,056 25,806

(3) 職員数の推移

区 分
２８年 ２９年 ３０年 ３１年 令和１年 令和３年

過去５年間の
部 門 増減数(率)

一般行政 3,938 3,937 3,922 3,907 3,886 3,945 7人（0.2％）

教 育 15,386 15,286 14,971 14,794 14,730 16,373 987人（6.4％）

警 察 3,874 3,917 3,928 3,928 3,919 3,922 48人（1.2％）
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普通会計計 23,198 23,140 22,821 22,629 22,535 24,240 1,042人（4.5％）

公営企業等会計計 1,553 1,540 1,564 1,576 1,592 1,566 13人（0.8％）

総合計 24,751 24,680 24,385 24,205 24,127 25,806 1,055人（4.3％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

(4) 会計年度任用職員数

区 分
令和２年 令和３年部 門

普通会計 36 40

公営企業等会計 141 137

総合計 177 177

（注）１ 「職員数」は、地方公務員法第２２条の２第１項第２号に規定する職員（一週間当たりの通常の勤

務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間である会計

年度任用職員）数である。

２ 令和３年４月１日時点の普通会計の内訳は、一般行政「25人」、教育「0人」、警察「15人」である。

３ 令和３年４月１日時点の公営企業等会計の内訳は、企業局事業「0人」、病院事業「137人」である。

８ 公営企業職員の状況

(1) 企業局事業

①職員給与費の状況

決算

総 費 用 純損益又は 職員給与費 総費用に占め (参考)
区 分 る職員給与費 令和元年度の総費用に占

(A) 実質収支 (B)
比率(B)/(A) める職員給与費比率

令和２年度 千円 千円 千円 ％ ％
電気事業 6,021,357 1,518,007 1,330,744 22.1 22.9
工業用水道事業 1,654,833 235,232 237,796 14.4 11.1
水道事業 3,641,511 1,226,652 420,136 11.5 2.7
団地造成事業 1,249,023 ▲115,988 113,978 9.1 2.7
施設管理事業 1,279,974 ▲605,865 68,752 5.4 12.6

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費228,394千円を含まない。

職 給 与 費 一人当た (参考)都道府
区 分 員 り給与費 県平均一人当

数
給 料 職員手当

期末・
計 (B) (B)/(A) たり給与費

(A) 勤勉手当

令和２年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円
電気事業 155 651,491 149,667 258,985 1,060,143 6,840 6,868
工業用水道事業 27 107,218 10,475 42,831 160,524 5,945 6,577
水道事業 61 234,593 45,071 98,136 377,800 6,193 6,958
団地造成事業 30 123,073 22,232 50,814 196,119 6,537 7,107
施設管理事業 9 35,499 4,341 14,659 54,499 6,055 6,712
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（注）１ 職員手当には、退職給与金を含まない。

２ 職員数は、令和３年３月３１日現在の数値である。

３ 都道府県平均一人当たり給与費は、令和元年度地方公営企業決算状況調査による。

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和３年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

電気事業

群馬県 42.2 歳 355,010 円 555,544 円

都道府県平均 44.8 歳 365,924 円 582,813 円

工業用水道事業

群馬県 41.8 歳 336,165 円 511,324 円

都道府県平均 44.2 歳 351,473 円 547,053 円

水道事業

群馬県 42.2 歳 349,508 円 522,855 円

都道府県平均 43.5 歳 361,318 円 578,084 円

団地造成事業

群馬県 44.1 歳 367,142 円 535,879 円

都道府県平均 43.2 歳 376,497 円 590,300 円

施設管理事業

群馬県 41.9 歳 360,744 円 555,507 円

都道府県平均 46.4 歳 346,587 円 559,362 円

（注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

２ 都道府県平均は、令和元年度地方公営企業決算状況調査による。

③職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

群馬県 都道府県平均

一人当たり平均支給額（令和２年度） 一人当たり平均支給額（令和元年度）
千円 千円

電気事業 1,660 電気事業 1,629
工業用水道事業 1,530 工業用水道事業 1,621
水道事業 1,583 水道事業 1,679
団地造成事業 1,639 団地造成事業 1,705
施設管理事業 1,629 施設管理事業 1,384

（令和２年度支給割合）
期末手当 勤勉手当
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2.55 月分 1.9 月分
（ 1.45 ） （ 0.90 ）

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算 ５～20％
管理監督者加算 20％

（注） 括弧書きは、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（令和３年４月１日現在）

群馬県 都道府県平均

一人当たり平均支給額（令和２年度） 一人当たり平均支給額（令和元年度）
自己都合 勧奨・定年

千円 千円 千円
電気事業 17,952 23,040 電気事業 8,578
工業用水道事業 95 0 工業用水道事業 5,995
水道事業 0 21,927 水道事業 14,927
団地造成事業 0 0 団地造成事業 9,970
施設管理事業 0 0 施設管理事業 8,582

（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 19.6695 月分 24.586875 月分
勤続２５年 28.0395 月分 33.27075 月分
勤続３５年 39.7575 月分 47.709 月分
最高限度額 47.709 月分 47.709 月分
その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

（注） 退職手当の一人当たり平均支給額（本県）は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額

である。

ウ 地域手当（令和３年４月１日現在）

支給実績（令和２年度決算） 千円
電気事業 17,124
工業用水道事業 2,821
水道事業 6,190
団地造成事業 3,280
施設管理事業 956

支給職員一人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 円
電気事業 110,475
工業用水道事業 100,760
水道事業 101,483
団地造成事業 105,791
施設管理事業 106,175

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

東京都特別区 20 ％ 1 人 20 ％
大阪府大阪市 16 ％ 0 人 16 ％

上記以外の県外市町村 0 ％ 1 人 0 ％
県内全市町村 2.5 ％ 268 人 2.5 ％
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エ 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

支給実績（令和２年度決算） 千円
電気事業 5,079
工業用水道事業 546
水道事業 1,982
団地造成事業 32
施設管理事業 31

支給職員一人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 円
電気事業 47,471
工業用水道事業 30,338
水道事業 43,093
団地造成事業 6,380
施設管理事業 30,760

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度） ％
電気事業 37.9
工業用水道事業 6.4
水道事業 16.3
団地造成事業 1.8
施設管理事業 0.4

手当の種類（手当数） 6

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 左記職員に対する支給単価

・電気事業

発電施設管理業務 発電施設等の巡視及び点検作業等に従事する発電事 （日額） 230円又は460円
手当 務所又は管理総合事務所職員

夜間特殊業務手当 深夜に行われる業務に従事する発電事務所又は管理 （勤務１回）
総合事務所職員 1,100円又は730円

特殊現場業務手当 高所、深所及び災害発生箇所等で作業する発電事務 （日額） 230円～800円
所又は管理総合事務所職員

用地交渉業務手当 用地取得等に関する業務に従事する発電事務所職員 （日額） 430円～900円

・工業用水道事業

水道施設管理業務 工業用水道施設等の巡視及び点検作業等に従事する （日額） 460円
手当 工業用水道事務所職員

夜間特殊業務手当 深夜に行われる業務に従事する工業用水道事務所職 （勤務１回）
員 1,100円又は730円

特殊現場業務手当 高所、深所及び災害発生箇所等で作業する工業用水 （日額） 230円～800円
道事務所職員

・水道事業

水道施設管理業務 水道施設等の巡視及び点検作業等に従事する水道事 （日額） 460円
手当 務所又は水質検査センター職員

夜間特殊業務手当 深夜に行われる業務に従事する水道事務所職員 （勤務１回）
1,100円又は730円
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特殊現場業務手当 高所、深所及び災害発生箇所等で作業する水道事務 （日額） 230円～800円
所職員

有害物取扱業務手 有害物を扱う試験、研究、分析等に従事する水質検 （日額） 230円
当 査センター職員

用地交渉業務手当 用地取得等に関する業務に従事する水道事務所職員 （日額） 430円～900円

・団地造成事業

用地交渉業務手当 用地取得等に関する業務に従事する職員 （日額） 430円～900円

特殊現場業務手当 高所、深所及び災害発生箇所等で作業する職員 （日額） 230円～800円

・施設管理事業

用地交渉業務手当 用地取得等に関する業務に従事する職員 （日額） 430円～900円

特殊現場業務手当 高所、深所及び災害発生箇所等で作業する職員 （日額） 230円～800円

オ 時間外勤務手当

支給実績（令和２年度決算） 千円
電気事業 50,442
工業用水道事業 2,341
水道事業 13,503
団地造成事業 5,921
施設管理事業 1,687

職員一人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 千円
電気事業 388
工業用水道事業 98
水道事業 255
団地造成事業 219
施設管理事業 241

支給実績（令和元年度決算） 千円
電気事業 37,942
工業用水道事業 8,444
水道事業 15,462
団地造成事業 3,348
施設管理事業 5,756

職員一人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 千円
電気事業 374
工業用水道事業 429
水道事業 293
団地造成事業 136
施設管理事業 728

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２ 職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度

の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ その他の手当（令和３年４月１日現在）
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支 給 職 員
一般行政 一般行政職 支給実績 一人当たり

手当名 内容及び支給単価 職の制度 の制度と異 (令和２年度 平均支給年額
との異同 なる内容 決算) (令和２年度

決算)

扶養手当 扶養親族のある職員に支給 同じ － 千円 円
１ 配偶者 3,500～6,500円 電気事業
２ 子 10,000円 19,359 245,051
３ その他の扶養親族 3,500～6,500円 工業用水道
４ 特定年齢にある子 一人5,000円加算 事業
※「１及び３」は、行政職給料表９級適 2,692 336,500
用者等に対して支給しない。 水道事業

7,007 241,603
団地造成事
業

3,965 264,305
施設管理事
業

1,014 338,000

住居手当 自ら居住するための住居を借り受け家賃 同じ － 千円 円
を支払っている職員に支給 電気事業
・家賃の額に応じて支給 7,684 256,140

（上限27,000円） 工業用水道
※家賃12,000円を超える場合に限る。 事業

860 286,800
水道事業

3,339 208,683
団地造成事
業

2,195 219,494
施設管理事
業

324 324,000

通勤手当 通勤に要する費用を直接負担している職 同じ － 千円 円
員に支給 電気事業
１ 交通機関を利用する場合 23,952 158,622

運賃等相当額を全額支給 工業用水道
２ 交通用具を利用する場合 事業

使用距離に応じて支給 3,871 138,243
（例） 自動車で通勤した場合 水道事業

・10km ･･････ 6,500円 7,009 116,822
・15km ･･･････8,900円 団地造成事
・20km ･･････11,550円 業

3,298 122,145
施設管理事
業

784 87,131

単身赴任 異動等に伴って住居を移転し、やむを得 同じ － 千円 円
手当 ず配偶者と別居し単身で生活することが 電気事業

常況となった職員に支給 0 0
１ 基礎額 30,000円 工業用水道
２ 加算額 8,000円～70,000円 事業
※交通距離に応じて加算 0 0

水道事業
0 0
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団地造成事
業

0 0
施設管理事
業

0 0

管理職手 管理又は監督の地位にある職員のうち、 同じ － 千円 円
当 企業管理者の指定する職に在職する職員 電気事業

に支給 20,557 822,288
・給料表別・職務の級別・管理職手当の 工業用水道
区分別に定められた定額 事業

42,100円～128,900円 2,832 708,000
水道事業

6,028 753,450
団地造成事
業

3,540 708,000
施設管理事
業

1,568 784,200

夜間勤務 正規の勤務時間として深夜（午後１０時 同じ － 千円 円
手当 から翌午前５時まで）に勤務した職員に 電気事業

支給 3,311 97,289
・勤務１時間当たり給与額×25％ 工業用水道

×勤務時間数 事業
0 0

水道事業
0 0

団地造成事
業

1 449
施設管理事
業

1 307

宿日直手 宿日直を命じられた職員が勤務した場合 同じ － 千円 円
当 に支給 電気事業

・特殊業務の宿日直勤務 6,100円 549 109,800
工業用水道
事業

0 0
水道事業

0 0
団地造成事
業

0 0
施設管理事
業

0 0

管理職員 管理職手当の支給される職員が臨時又は 同じ － 千円 円
特別勤務 緊急その他公務運営の必要により週休日 電気事業
手当 等に勤務した場合に支給 68 7,533

・週休日等 工業用水道
勤務１回につき 2,600円～18,000円 事業

・平日深夜 25 6,300
勤務１回につき 1,300円～6,000円 水道事業

13 6,550
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団地造成事
業

0 0
施設管理事
業

4 4,000

寒冷地手 寒冷地に在勤する職員に支給 同じ － 千円 円
当 １ 世帯主である職員（支給地域内に居 電気事業

住） 721 21,220
(1) 扶養親族のある職員 工業用水道

１級地 17,800円 事業
２級地 11,860円 0 0
３級地 8,900円 水道事業

(2) その他の世帯主である職員 0 0
１級地 10,200円 団地造成事
２級地 6,800円 業
３級地 5,100円 0 0

２ その他の職員 施設管理事
１級地 7,360円 業
２級地 4,900円 0 0
３級地 3,680円

特地勤務 生活に著しく不便な地に所在する公署に 同じ － 千円 円
手当 勤務する職員に支給 電気事業

・（給料月額＋扶養手当月額）×支給割 677 112,826
合（４～８％） 工業用水道

事業
0 0

水道事業
0 0

団地造成事
業

0 0
施設管理事
業

0 0

特地勤務 特地公署等に異動した職員等のうち異動 同じ － 千円 円
手当に準 に伴って住居を移転した者に異動から３ 電気事業
ずる手当 ～６年間支給 143 142,920

・（異動時等の給料月額＋扶養手当月 工業用水道
額）×支給割合（２～５％） 事業

0 0
水道事業

0 0
団地造成事
業

0 0
施設管理事
業

0 0

④会計年度任用職員の給与の状況（令和３年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等 令和２年度決算額

給料 ・常勤職員と同一の給料表（行政職給料表、医療職給料表（二）、 千円
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医療職給料表（三）、福祉職給料表、栄養職給料表、事務職給料 0
表）の１級を適用し、職務の困難度や責任の程度等に応じて号給
を決定

期末手当 （令和２年度支給割合）1.8 月分 千円
（令和３年度支給割合）2.55 月分 0

その他手当 ・地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、退職手当 千円
について、常勤職員に準じて支給 0

（注） 「給与の状況」は、地方公務員法第２２条の２第１項第２号に規定する職員（一週間当たりの通常

の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間である

会計年度任用職員）の状況である。

(2) 病院事業

①職員給与費の状況

決算

総 費 用 純損益又は 職員給与費 総費用に占め (参考)令和元年度
区 分 る職員給与費 の総費用に占める

(A) 実質収支 (B) 比率 (B)/(A) 職員給与費比率

令和２年 千円 千円 千円 ％ ％
度 30,387,158 11,728 13,084,235 43.1 43.4

職員数
給 与 費 一人当た (参考)都道府県

区 分 り給与費 平均一人当たり
(A)

給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 (B) (B)/(A) 給与費

令和２年 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円
度 1,248 4,684,653 2,334,413 2,046,841 9,065,907 7,264 7,682

（注）１ 職員手当には、退職給与金を含まない。

２ 職員数は、令和３年３月３１日現在の人数である。

３ 都道府県平均一人当たりの給与費は、令和元年度地方公営企業決算状況調査による。

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和３年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

群 馬 県 40.6 歳 356,469 円 613,918 円

うち医師 45.0 歳 570,751 円 1,366,277 円

うち看護師 39.2 歳 318,696 円 503,643 円

うち事務職員 41.0 歳 351,421 円 539,164 円

都道府県平均 40.6 歳 348,100 円 633,464 円

うち医師 45.2 歳 568,569 円 1,454,715 円

うち看護師 39.3 歳 311,575 円 510,182 円
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うち事務職員 43.2 歳 348,357 円 564,341 円

（注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

２ 都道府県平均は、令和元年度地方公営企業決算状況調査による。

③職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

群馬県 都道府県平均

一人当たり平均支給額（令和２年度） 一人当たり平均支給額（令和元年度）
1,640 千円 1,592 千円

（令和２年度支給割合）
期末手当 勤勉手当

2.55 月分 1.9 月分
（ 1.45 ） （ 0.9 ）

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算 5～20％
管理監督者加算 15～25％

（注） 括弧書きは、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（令和３年４月１日現在）

群馬県 都道府県平均

（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 19.6695 月分 24.586875 月分
勤続２５年 28.0395 月分 33.27075 月分
勤続３５年 39.7575 月分 47.709 月分
最高限度額 47.709 月分 47.709 月分
その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）
一人当たり平均支給額 2,060 千円 20,467 千円 一人当たり平均支給額（令和元年度）6,417 千円

（注） 退職手当の一人当たり平均支給額（本県）は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額

である。

ウ 地域手当（令和３年４月１日現在）

支給実績（令和２年度決算） 253,565 千円

支給職員一人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 202,852 円

支給対象地域・者 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

医師・歯科医師 16 ％ 152 人 16 ％

上記以外の者 2.5 ％ 1,098 人 2.5 ％
(県内全域）

エ 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）
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支給総額（令和２年度決算） 405,745 千円

支給職員一人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 417,863 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度） 74.6 ％

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 左記職員に対する支給単価

医師緊急業務等手当 病院に勤務する 休日等に行う緊急手術等 （１件） 1,000円～30,000円
医師、歯科医師

夜間看護等手当 看護師、助産師 深夜に行われる看護業務 （勤務１回）2,400円～7,000円

医師、看護師等 救急患者に対処するための （１回） 1,580円
自宅等での待機

医師、看護師等 救急患者に対処するため呼 （１回） 1,240円
び出され勤務したとき

看護師等 医療観察法の規定による外 （１回） 8,600円
泊随行業務

夜間特殊業務手当 診療放射線技師、 深夜に行われる検査等 （勤務１回） 730円
臨床検査技師

死体解剖補助作業手当 臨床検査技師 死体解剖補助 （１体） 2,700円

感染症特定業務手当 医師、歯科医師 新型コロナウイルス感染症 （日額） 3,000～8,000円
看護師、薬剤師 患者又は感染の疑いのある

者に対応する業務

オ 時間外勤務手当

支給実績（令和２年度決算） 586,273 千円

職員一人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 491 千円

支給実績（令和元年度決算） 660,111 千円

職員一人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 565 千円

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２ 職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度

の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ その他の手当（令和３年４月１日現在）

支 給 職 員
一般行政 一般行政職 支給実績 一人当たり

手当名 内容及び支給単価 職の制度 の制度と異 (令和２年度 平均支給年額
との異同 なる内容 決算) (令和２年度

決算)

扶養手当 扶養親族のある職員に支給 同じ － 千円 円



38

令和３年９月２８日（火） 群 馬 県 報 第９９３９号

１ 配偶者 3,500～6,500円 112,997 240,419
２ 子 10,000円
３ その他の扶養親族 3,500～6,500円
４ 特定年齢にある子 一人5,000円加算
※「１及び３」は、行政職給料表９級適
用者等に対して支給しない。

住居手当 自ら居住するための住居を借り受け家賃 同じ － 千円 円
を支払っている職員に支給 92,527 270,546
・家賃の額に応じて支給

（上限27,000円）
※家賃12,000円を超える場合に限る。

通勤手当 通勤に要する費用を直接負担している職 同じ － 千円 円
員に支給 101,350 87,071
１ 交通機関を利用する場合

運賃等相当額を全額支給
２ 交通用具を利用する場合

使用距離に応じて支給
（例) 自動車で通勤した場合

・10km ･･････ 6,500円
・15km ･･･････8,900円
・20km ･･････11,550円

単身赴任 異動等に伴って住居を移転し、やむを得 同じ － 千円 円
手当 ず配偶者と別居し単身で生活することが 2,110 422,000

常況となった職員に支給
１ 基礎額 30,000円
２ 加算額 8,000円～70,000円
※交通距離に応じて加算

管理職手 管理又は監督の地位にある職員のうち、 同じ － 千円 円
当 知事の指定する職に在職する職員に支給 60,566 829,673

・給料表別・職務の級別・管理職手当の
区分別に定められた定額
・事務 50,600円～128,900円
・医師 62,700円～138,700円
・看護師 54,000円～ 71,900円

初任給調 採用による欠員の補充が困難と認められ 異なる ・16年目以 千円 円
整手当 る職員に支給 降の手当 538,956 3,545,763

１ 医療職給料表（一）の適用を受ける 額・支給期
医師及び歯科医師 間

・大学卒業日及び採用日に応じ ・役職別加
49,100円～373,600円 算

夜間勤務 正規の勤務時間として深夜（午後１０時 同じ － 千円 円
手当 から翌午前５時まで）に勤務した職員に 99,852 144,294

支給
・勤務１時間当たり給与額×25％

×勤務時間数

宿日直手 宿日直を命じられた職員が勤務した場合 同じ － 千円 円
当 に支給 74,002 540,161

１ 一般の宿日直 5,500円
２ 特殊業務の宿日直

医師・歯科医師の当直勤務
21,000円

看護師・臨床検査技師、診療放射線技師
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6,100円

管理職員 管理職手当の支給される職員が臨時又は 同じ － 千円 円
特別勤務 緊急その他公務運営の必要により週休日 6,470 115,536
手当 等に勤務した場合に支給

・週休日等
勤務１回につき 2,600円～18,000円

・平日深夜
勤務１回につき 1,300円～6,000円

④会計年度任用職員の給与の状況（令和３年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等 令和２年度決算額

給料 ・常勤職員と同一の給料表（行政職給料表、医療職給料表（二）、医 千円
療職給料表（三）、福祉職給料表、栄養職給料表、事務職給料表） 392,822
の１級を適用し、職務の困難度や責任の程度等に応じて号給を決定

期末手当 （令和２年度支給割合）1.8 月分 千円
（令和３年度支給割合）2.55 月分 43,815

その他手当 ・地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、退職手当に 千円
ついて、常勤職員に準じて支給 35,516

（注） 「給与の状況」は、地方公務員法第２２条の２第１項第２号に規定する職員（一週間当たりの通常

の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間である

会計年度任用職員）の状況である。

第４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

１ 勤務時間（令和３年４月１日現在）

(1) 勤務時間 ８：３０～１２：００ １３：００～１７：１５

(2) 休憩時間 １２：００～１３：００

なお、職務の特殊性又は職場の特殊の必要により、特別の形態で勤務する職員もいる。

２ 休暇制度（令和３年４月１日現在）

区 分 概 要

年次有給休暇 一の年度において２０日

病気休暇 負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認めら
れる場合に、必要と認められる期間

特別休暇 下記のとおり、特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に、必要
と認められる最小限度の期間
ア 選挙権その他公民としての権利を行使する場合
イ 証人等として官公署へ出頭する場合
ウ 骨髄移植のための骨髄液の提供等を行う場合
エ 自発的に報酬を得ないで社会貢献活動を行う場合
オ 結婚する場合
カ 不妊治療を受ける場合
キ ８週間以内に出産予定の女子職員が申し出た場合
ク 女子職員が出産した場合
ケ 女子職員が生後１年４月に達しない生児の授乳等を行う場合
コ 女子職員が生理のため勤務することが困難な場合
サ 女子職員が妊娠障害のため勤務することが困難な場合
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シ 妊娠中・出産後１年以内の女子職員が健康診査等を受ける場合
ス 妊娠中の女子職員が通勤により母体の健康維持に支障がある場合
セ 男子職員が生後１年４月に達しない生児の保育を行う場合
ソ 職員の妻が出産する場合
タ 職員の妻が出産する場合であって、当該出産に係る子又は小学校就学の始期
に達するまでの子を養育するとき

チ 満１８歳に達する日以降の最初の３月３１日までの間にある子又は父母の看
護を行う場合

ツ 負傷・疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障があ
る者の介護その他の世話をする場合

テ 親族が死亡した場合
ト 父母の追悼のための特別な行事を行う場合
ナ 夏季における心身の健康維持・増進等を図る場合
ニ 心身のリフレッシュを図る場合
ヌ 災害により現住居が滅失・損壊した場合
ネ 災害・交通機関の事故等により出勤が困難な場合
ノ 災害時の退勤途上における危険を回避する場合

介護休暇 介護を必要とする一の継続する状態ごとに、１８０日以内の日数

子育て部分休暇 小学校１年生から３年生までの子を養育するため、勤務しないことが相当であると
認められる場合に、１日を通じて２時間を超えない範囲内

介護時間 配偶者等の介護のため、勤務しないことが相当であると認められる場合に、連続す
る３年の期間内において、１日を通じて２時間を超えない範囲内

会計年度任用職員の休暇制度

区 分 概 要

年次有給休暇 一の年度において２０日以内の日数

病気休暇 負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認めら
れる場合に、１０日以内の日数

その他の休暇 下記のとおり、特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に、必要
と認められる最小限度の期間
ア 選挙権その他公民としての権利を行使する場合
イ 証人等として官公署へ出頭する場合
ウ 骨髄移植のための骨髄液の提供等を行う場合
エ 結婚する場合
オ ６週間以内に出産予定の女子職員が申し出た場合
カ 女子職員が出産した場合
キ 生後１年に達しない生児の授乳等を行う場合
ク 女子職員が生理のため勤務することが困難な場合
ケ 女子職員が保健指導又は健康診査に基づく指導事項を守るため勤務しないこ
とがやむを得ない場合

コ 妊娠中・出産後１年以内の女子職員が健康診査等を受ける場合
サ 妊娠中の女子職員が通勤により母体の健康維持に支障がある場合
シ 小学校就学の始期に達するまでの子の看護を行う場合
ス 負傷・疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障があ
る者の介護その他の世話をする場合

セ 親族が死亡した場合
ソ 夏季における心身の健康維持・増進等を図る場合
タ 災害により現住居が滅失・損壊した場合
チ 災害・交通機関の事故等により出勤が困難な場合
ツ 災害時の退勤途上における危険を回避する場合
テ 介護を必要とする一の継続する状態ごとに、９３日以内の日数
ト 配偶者等の介護のため、勤務しないことが相当であると認められる場合に、
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連続する３年の期間内において、１日を通じて２時間を超えない範囲内

（注）「会計年度任用職員」は、地方公務員法第２２条の２第１項第２号に規定する職員（一週間当たりの通常

の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間である会計年

度任用職員）をいう。

第５ 職員の休業に関する状況

１ 育児休業等の状況

(1) 概要

①育児休業

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「地公育休法」という。）第２条

の規定に基づき、３歳に満たない子を養育する職員は、その子が満３歳に達する日まで休業をすることがで

きる制度。

会計年度任用職員の場合は、子が原則として１歳に達する日まで休業することができる制度。

②部分休業

地公育休法第１９条の規定に基づき、子が小学校就学の始期に達する日まで、正規の勤務時間の始め又は

終わりにおいて、１日を通じて２時間を超えない範囲内で、養育を理由に勤務しないことができる制度。

会計年度任用職員の場合は、３歳に達する日までの子を養育するため勤務しないことができる制度。

③育児短時間勤務

地公育休法第１０条の規定に基づき、子が小学校就学の始期に達する日まで、１週間当たりの通常の勤務

時間よりも短い勤務時間で勤務することができる制度。

会計年度任用職員は、対象外である。

(2) 令和２年度取得者数

育児休業 部分休業 育児短時間勤務
区 分

男性職員 女性職員 男性職員 女性職員 男性職員 女性職員

23 40 4 21 1 5
知事部局等

0 43 4 76 2 6

0 1 1 5 0 0
企 業 局

1 1 0 0 0 0

5 51 0 58 0 1
病 院 局

0 58 0 37 0 1

6 309 3 62 1 21
教育委員会

0 435 3 44 0 4

5 33 2 31 0 0
警 察

0 68 2 52 0 0

39 434 10 177 2 27
合 計
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1 605 9 209 2 11

（注） 上段は令和２年度に新たに取得した者、下段は令和元年度以前から引き続き取得している者の人

数。

２ その他の休業等の状況

(1) 概要

①自己啓発等休業

地方公務員法第２６条の５の規定により、大学等課程の履修又は国際貢献活動への参加をする場合、３年

（大学等課程の履修の場合は原則２年で必要な場合は、３年）を超えない範囲内において休業することを可

能とする制度。

②配偶者同行休業

地方公務員法第２６条の６第１項の規定により、外国での勤務等を行う配偶者と生活を共にする場合、３

年を超えない範囲内において休業することを可能とする制度。

③修学部分休業

地方公務員法第２６条の２の規定により、大学その他の教育施設における修学のため、２年を超えない範

囲内において、１週間の勤務時間の一部について勤務しないことを可能とする制度。

④高齢者部分休業

地方公務員法第２６条の３の規定により、条例で定める年齢に達した日以後の日から定年退職日までの期

間中、１週間の勤務時間の一部について勤務しないことを可能とする制度。

⑤大学院修学休業

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２６条の規定により、公立学校の教諭が大学の大学院の課

程等に在学してその課程を履修する場合、３年を超えない範囲内において休業することを可能とする制度。

（注） ①から⑤の休業制度について、会計年度任用職員は対象外である。

(2) 令和２年度取得者数

自己啓発休業 配偶者同行休業 修学部分休業 高齢者部分休業 大学院修学休業
区 分

新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続

知事部局等 0 1 0 0 0 0 0 0 - -

企 業 局 0 0 0 0 0 0 0 0 - -

病 院 局 1 0 0 0 0 0 0 0 - -

教育委員会 1 1 0 6 0 0 0 0 0 0

警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 - -

合 計 2 2 0 6 0 0 0 0 0 0

（注） 継続は、令和元年度以前から引き続き取得している者の人数。

第６ 職員の分限及び懲戒処分の状況

１ 分限処分者数（令和２年度）

区 分 免職 休職 降任 降給 合計
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知事部局等 0 111 0 0 111

企 業 局 0 4 0 0 4

病 院 局 0 49 0 0 49

教育委員会 0 192 0 0 192

警 察 0 48 0 0 48

合 計 0 404 0 0 404

（注） 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保から、病気で勤務に耐えられない場合等

の一定の事由がある場合、地方公務員法第２８条の規定により、休職等の処分をするものである。

２ 懲戒処分者数（令和２年度）

区 分 免職 停職 減給 戒告 合計

知事部局等 0 0 0 0 0

企 業 局 0 0 0 0 0

病 院 局 0 0 0 0 0

教育委員会 2 2 3 1 8

警 察 0 1 2 0 3

合 計 2 3 5 1 11

（注） 懲戒処分とは、職員の職務上の義務違反や全体の奉仕者としてふさわしくない非行があった場合、地

方公務員法第２９条の規定により、戒告、減給、停職又は免職の処分をするものである。

第７ 職員の服務の状況

１ 職務専念義務

職員は、職務上の遂行に当たっては全力をあげてこれに専念しなければならないものであり、また、その勤

務時間及び職務上の注意力の全てをその職務遂行のために用い、群馬県が責任を有する職務にのみ従事しなけ

ればならない。

ただし、任命権者の行う研修に参加する場合や任命権者の行う健康診断等に参加する場合などについては、

これを一部免除している。

２ 営利企業等の従事制限

(1) 制度の概要

職員は、営利を目的とする私企業の役員となり、自ら営利を目的とする私企業を経営し、又は報酬を得て

いかなる事業若しくは事務に従事してはならないとされている。

ただし、大学等の教育機関において講師を行う場合などについては、例外的な営利事業等の従事として認

めている。

(2) 営利企業等への従事許可件数（令和２年度）

区 分 許可件数
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知事部局等 247

企 業 局 2

病 院 局 386

教育委員会 463

警 察 3

合 計 1,101

第８ 職員の退職管理の状況

所属長以上で退職し、離職後２年以内に再就職した者は、再就職に係る情報を離職時の任命権者に届け出なけ

ればならないとされている（群馬県職員の退職管理に関する条例（平成２８年群馬県条例第２０号）第３条）。

令和３年４月１日から同年７月１日までの間になされた届出の状況は、次のとおりである。

再就職先の種別ごとの届出件数

区 分
他の地方公 地方独立

群馬県 地方三公社 非営利法人 営利法人 合 計
共 団 体 等 行政法人

知事部局等 7 5 12

企 業 局 2 1 3

病 院 局 0

教育委員会 4 0 4

警 察 6 13 19

合 計 19 19 38

第９ 職員の研修の状況（令和３年度）

令和２年度実績
区 分 令和３年度職員研修の概要

実施日数 受講者数

知事部局等 様々な行政課題に迅速かつ的確に対応できる「行政のプ
企 業 局 ロ」となる人材の育成や職員一人ひとりの能力を十分に引き
病 院 局 出し組織力の強化を目指した研修を実施する。また、ＯＪＴ
教育委員会 による組織的な人材育成の取組を支援するとともに、職員の

（教職員を除 学ぶ意欲や向上心を喚起するニーズに応じた研修機会を提供
く。） する。

①階層別研修 46.0日 1,284人
スリムな組織のもとで、職員一人ひとりが能力を十分発 (9研修)

揮し、高度化、多様化する行政ニーズに組織として応えて
いくため、職位・職責に応じて必要な知識・能力を習得す
る研修を、１０階層に区分して実施する。また、人事評価
制度及び人材育成基本方針の浸透を図り、より効果的な人
材育成を目指す。
②人材育成・ＯＪＴ支援研修 6.0日 456人
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人事評価制度について職員の理解を深めるための研修 (6研修)
や、各所属におけるＯＪＴの取組の浸透・充実を図るため
の研修を実施する。また、女性職員の活躍推進に資する研
修の充実を図るなど、きめ細やかな支援を行う。
③業務改善・組織運営研修 4.0日 205人
組織として、仕事を効果的、効率的に行うための業務改 (4研修)

善及び組織運営に関する研修を実施する。
④政策形成研修 8.0日 291人
限られた財源の中で、多様化・高度化する行政課題に対 (7研修)

し、政策を形成し解決していく能力を養う研修を実施す
る。
⑤コミュニケーション研修 6.0日 278人
県民と意思疎通を図りながらニーズや課題を把握する能 (6研修)

力、県民とともに政策を作り、実践していく上で必要とな
るコミュニケーション能力の向上を図る研修を実施する。
また、緊急時等における聴覚障害者とのコミュニケーショ
ンを図るため手話研修を実施し、県民サービスの向上を図
る。
⑥能力向上研修 7.0日 287人
文書力、簿記等の基礎力を養成する研修を実施する。 (4研修)

⑦自己啓発支援 -日 113人
民間事業者が提供するｅ－ラーニングシステムや通信研 (3研修)

修、講座等を活用し、自己啓発による能力開発を支援す
る。 合計 合計

※行政の円滑な運営と、地域の課題を解決していくために 77日 2,914人
は、県と市町村の職員が連携し互いに能力の向上を図って (39研修)
いく必要があるため、上記②から⑦までに掲げる研修の一
部については市町村職員との合同研修を実施する。

教育委員会 群馬県教員育成指標を踏まえ、ライフステージや職種・職
（教職員のみ） 務に応じた教職員の資質向上を図るため、採用から退職まで

の各段階に応じた体系的・系統的な研修を実施する。
①初任者・経験者研修：新規採用、２・３・４・５・６・ 61日 1,108人
11・12年目など、校種や経験年数に応じた研修を実施す
る。
②職種・職務に応じた研修：新任管理職、新任主事・主任 9日 354人
を対象とした研修、職種・職務に係る研修を実施する。
③教科等の専門研修：教科等の専門的な知識や技能の向上 39日 462人
を図るための研修を実施する。
④教育研修員研修：県の教育課題等の解決に向けた研究や 長期研修
指導力の向上を図る研修を行う長期研修（１年間、20 １年間 19人
名）、民間企業等において、社会的識見を高め、教科の専 社会体験
門性を深める研修を行う長期社会体験研修（１年間、４ １年間 5人
名）、児童生徒の実態に応じた授業実践及び積極的な授業 特別研修
公開を通して、児童生徒の学力向上を図る特別研修（年間2 年間25日 43人
5日、37名）を実施する。

警 察 職員が、民主警察の本質と警察の責務を自覚し、職務に係
る倫理を保持し、適正に職務を遂行する能力を修得するた
め、警察学校、職場等において、次のような教養を実施す
る。
①採用時教養：新規採用職員に対し、職務に必要な基礎的 7回 185人
な知識・技能を修得する教養を行う。
②昇任時教養：昇任（予定）者に対し、その職務に必要な 3回 153人
知識・技能を修得する教養を行う。
③専門的教養：専門的な知識・技能を修得する教養を行 22回 369人
う。
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第１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況

１ 福利厚生制度の状況

地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について計画を樹立し、これを実施しなけ

ればならないとされている（地方公務員法第４２条）。

令和２年度の主な実施状況は、次のとおりである。

区 実 施 状 況
主 な 項 目

分 知事部局 件数 教育委員会 件数 警察 件数

定期健康診断 2,643人 2,554人 3,064人

特殊業務健診 1,100人 86人 2,186人

採用時健康診断 168人 164人 94人

健 がん検診 1,651人 1,548人 4,859人

婦人科検診 324人 404人 457人
康
骨密度検診 151人 482人 －

管 ＶＤＴ健康診断 － 255人 74人

Ｃ型肝炎ウイルス検診 － － －
理
Ｂ型肝炎予防対策 168人 95人 530人

健康相談 14,225人 1,297人 2,168人
（安全衛生管理体制運営）

人間ドック 2,795人 11,275人 1,007人

元
球技大会 － － －

気
回 文化・体育事業助成 13団体 2団体 １団体

復
スポーツクラブ利用促進 1,035人 － －

保健給付 119,534件 344,048件 92,781件

給 休業給付 1,071件 3,965件 520件

付 災害給付 0件 2件 0件

附加給付 963件 1,158件 596件

職員住宅・独身寮 － 9棟45戸 131棟1,345戸
そ
の 財形貯蓄 5,420件 11,827件 719件
他
生涯設計推進 251件 312件 639件

県福利厚生事業決算額 110,819千円 124,369千円 50,972千円

うち職員互助会への補助 0千円 0千円 0千円
額
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２ 公務災害・通勤災害認定件数（令和２年度）

認 定 件 数
区 分

公務災害 通勤災害 合 計

知事部局等 19 3 22

企 業 局 0 1 1

病 院 局 10 1 11

教育委員会 148 5 153

警 察 71 3 74

合 計 248 13 261

第１１ 職員の競争試験及び選考の状況（令和２年度）

１ Ⅰ類試験

受験 第 1次 最終合 競争
申込

試験区分 者数 合 格 格者数 倍率 備 考
者数

(A) 者 数 (B) (A)/(B)

人 人 人 人 倍 ○公 告 日 4月 27日

行政事務 536 435 213 106 4.1 ○第１次試験 6月 28日

(前女、前高、県庁）

森 林 17 15 12 6 2.5 ○第２次試験 7月 20日～ 31日 (県庁 )

○第３次試験 8月 21日～ 26日 (県庁 )

農 業 28 24 21 7 3.4 ○合格発表日 9月 4日

化 学 30 25 16 3 8.3

設 備 23 18 12 2 9.0

建 築 9 6 6 2 3.0

総合土木 49 40 32 12 3.3

計 692 563 312 138 4.1

２ Ⅱ類試験

受験 第 1次 最終合 競争
申込

試験区分 者数 合 格 格者数 倍率 備 考
者数

(A) 者 数 (B) (A)/(B)

人 人 人 人 倍 ○公 告 日 4月 27日

警察事務 285 273 28 12 22.8 ○第１次試験 6月 28日

(前高、総合交通センター )

学校事務 303 285 24 15 19.0 ○第２次試験 7月 20日～ 8月 7日

(県庁 )
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計 588 558 52 27 20.7 ○合格発表日 8月 21日

３ Ⅲ類試験

受験 第 1次 最終合 競争
申込

試験区分 者数 合 格 格者数 倍率 備 考
者数

(A) 者 数 (B) (A)/(B)

人 人 人 人 倍 ○公 告 日 7月 3日

行政事務 103 88 23 14 6.3 ○第１次試験 9月 27日

(前女、総合交通センター )

警察事務 65 54 17 7 7.7 ○第２次試験 10月 23日～ 11月 10日

(県庁 )

学校事務 80 71 11 7 10.1 ○合格発表日 11月 20日

森 林 6 6 3 2 3.0

農 業 17 16 9 6 2.7

畜 産 5 5 4 2 2.5

設 備 6 6 3 1 6.0

総合土木 15 15 8 4 3.8

計 297 261 78 43 6.1

４ 社会人経験者試験

受験 第 1次 最終合 競争
申込

試験区分 者数 合 格 格者数 倍率 備 考
者数

(A) 者 数 (B) (A)/(B)

人 人 人 人 倍 ○公 告 日 7月 3日

行政事務 405 310 59 22 14.1 ○第１次試験 9月 27日 (前高、前女 )

○第２次試験 10月 24日～ 25日 (県庁 )

森 林 8 5 5 3 1.7 ○第３次試験 11月 21日～ 22日 (県庁 )

○合格発表日 12月 4日

農 業 23 22 16 2 11.0

総合土木 11 8 7 4 2.0

計 447 345 87 31 11.1

５ 就職氷河期世代試験

受験 第 1次 最終合 競争
申込

試験区分 者数 合 格 格者数 倍率 備 考
者数

(A) 者 数 (B) (A)/(B)

人 人 人 人 倍 ○公 告 日 7月 3日

行政事務 95 71 15 3 23.7 ○第１次試験 9月 27日 (前女 )

○第２次試験 10月 25日、 11月 17日

(県庁 )
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計 95 71 15 3 23.7 ○合格発表日 12月 4日

６ 警察官試験

申込 受験 第 1次 最終合 競争
試験区分 者数 合 格 格 者 数 倍率 備 考

者数 (A) 者 数 (B) (A)/(B)

警察官Ａ 人 人 人 人 倍 ○公 告 日 3月 3日
( 男 性 ) 286 192 159 48 4.0 ○第１次試験 6月 21日

(総合交通 ｾﾝﾀｰ､警察学校、県庁 )
警察官Ａ ○第２次試験 7月 9日～ 15日
( 女 性 ) 93 67 56 11 6.1 (総合 ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ､県庁 )

○第３次試験 8月 3日～ 19日
警察官Ｂ (県庁 )
特別(男性) 258 162 144 26 6.2 ○合格発表日 9月 4日

警察官Ｂ
特別(女性) 53 33 21 3 11.0

警察官Ａ ○公 告 日 7月 3日
(男性)第2回 219 90 65 9 10.0 ○第１次試験 9月 20日

(総合交通 ｾﾝﾀｰ､前商、県庁）
警察官Ａ ○第２次試験 10月 12日～ 16日
(女性)第2回 65 35 23 3 11.7 (警察学校、県庁 )

○第３次試験 11月 4日～ 13日
警察官Ｂ (県庁 )
（ 男 性 ） 348 189 147 33 5.7 ○合格発表日 12月 11日

警察官Ｂ
（ 女 性 ） 111 73 53 8 9.1

計 1,433 841 668 141 6.0

７ 採用選考考査

申込 受験 最終合 競争
試験区分 者数 格者数 倍率 備 考

者数 (A) (B) (A)/(B)

人 人 人 倍 ○第１次考査 6月 28日
薬 剤 師 11 11 3 3.7 (総合交通 ｾﾝﾀｰ､県庁 )

○第２次考査 7月 20日～ 8月 7日
病院薬剤師 2 2 1 2.0 (県庁 )

○合格発表日 8月 21日
獣 医 師 5 3 3 1.0 （ただし獣医師のみ、第２次考査 7月 2

0日～ 21日、合格発表日 8月 14日）
福 祉 27 26 10 2.6

心 理 12 10 5 2.0

職業訓練指導員 2 2 1 2.0

獣 医 師 ○考査日 11月 15日 (県庁 )
（第２回） 3 0 ○合格発表日 11月 27日

職業訓練指導員
（第２回） 2 2 1 2.0
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診療放射線 ○第１次考査 9月 27日
技師 11 9 1 9.0 (総合交通センター )

○第２次考査 10月 23日～ 11月 10日
臨床検査技師 14 11 6 1.8 (県庁 )

○合格発表日 11月 20日
保 健 師 32 21 7 3.0

保育士 ･児童
指導員 8 7 1 7.0

臨床検査技師
（病院） 21 19 2 9.5

理学療法士
（病院） 9 8 1 8.0

獣 医 師 ○考査日 1月 24日（県庁）
（第３回） 2 2 2 1.0 ○合格発表日 2月 5日

障害者 ○第１次考査 6月 21日（県庁）
(第１回） 28 22 2 11.0 ○第２次考査 8月 2日～ 3日（県庁）
（行政事務 ) ○合格発表日 8月 14日

障害者
(第１回） 27 21 1 21.0

（学校事務）

障害者 ○第１次考査 9月 20日（県庁）
(第２回） 30 23 2 11.5 ○第２次考査 11月 1日～ 2日（県庁）
（行政事務） ○合格発表日 11月 13日

障害者
(第２回） 26 20 1 20.0
（学校事務）

障害者
(第２回） 5 5 1 5.0
（警察事務）

選考考査計 277 224 51 4.4

（注） 障害者(行政事務)と障害者(学校事務)は併願可能なため、申込者数、受験者数及び競争倍率は併願者

分重複する。

第１２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

地方公務員法の規定に基づき、県議会及び県知事に対し、職員の給与等に関する報告及び勧告を行った。その

概要は、次のとおりである。

１ 職員の給与等に関する報告及び勧告（令和２年１０月２８日）

○ ボーナスを引下げ

・ 民間の支給割合に見合うよう、ボーナスを引下げ（▲0.05月分）

・ 引下げ分は、期末手当の支給月数に反映

※月例給については、後日、改めて必要な報告・勧告を予定
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(1) 職員の給与に関する報告及び勧告

① 民間給与との比較

企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の県内853事業所のうち180事業所を調査

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、ボーナスに関する調査を実地によらない方法で先行実施

（完了率：87.0％）

なお、月例給に関する調査は、９月３０日まで実施

＜ボーナス＞

昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給割合と職員の年間の支給月数を比較

民間の年間支給割合（Ａ） 職員の年間支給月数（Ｂ） 差（Ａ）－（Ｂ）

4.44月 4.50月 ▲0.06月

② ボーナスの改定

ア 改定内容

民間の支給割合に見合うよう引下げ（4.50月→4.45月）

民間の支給状況、人事院勧告等を踏まえ、引下げ分を期末手当の支給月数に反映

（一般の職員の場合の支給月数）

６月期 １２月期 年間

令和２年度 期末手当 1.30 月（支給済み） 1.25 月（現行1.30月） 2.55月
勤勉手当 0.95 月（支給済み） 0.95 月（改定なし） 1.90月

３年度 期末手当 1.275月 1.275月 2.55月
以降 勤勉手当 0.95 月 0.95 月 1.90月

イ 実施時期

条例公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日であるときは、その日）

③ 月例給

職員と民間の本年４月分給与額を比較し、後日、改めて必要な報告・勧告を予定

(2) 職員の勤務条件等に関する報告

新型コロナウイルス感染症の拡大は、社会や経済に甚大な影響を及ぼしており、行政を取り巻く環境もま

すます複雑・高度化

このような危機的な状況の下、各任命権者においては、在宅勤務の実施や時差出勤の運用の拡大等、新た

な働き方への変革の模索が進行

新たな行政課題が顕在化してきており、本委員会としては、この課題に迅速かつ的確に対応できる有為な

人材の確保を進めるとともに、各任命権者においては、新たな課題も踏まえた多様で柔軟な働き方に対応し

た勤務環境の整備等を一層進めていくことが必要

① 意欲と能力のある人材の確保

新型コロナウイルス感染症の拡大により、雇用環境は急激に変化しており、若者の就業意識の多様化を

見据えつつ、意欲と能力のある人材を確保することが以前にも増して重要な課題

本委員会においては、県ホームページやＳＮＳを活用した広報活動の充実、県内外での就職説明会等の

開催等を行い、受験者確保に向けた取組を実施
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今年度は新型コロナウイルス感染防止対策を徹底した試験の実施や、インターネットを活用した説明会

内容の周知などの取組を実施

今後も、任命権者と連携し、受験者確保に向けた取組を一層進めていくことが必要

女性の活躍推進については、本年４月策定の「女性活躍・子育てプラン」に基づき、女性受験者の確保

や職場環境の整備、計画的育成等の取組を着実に行っていくことが重要

障害者の活躍推進についても、本年４月策定の「障害者活躍推進計画」に基づき、引き続き障害者の雇

用促進及びその職業安定に必要な施策を推進することが必要

② 能力及び実績に基づく人事管理の推進

適切な人事管理は、より一層職員の士気を高め、その能力を最大限に発揮させるとともに、人材育成に

資するものであり、組織活力を向上させるためにも重要

能力及び実績に基づく人事管理を更に推進していくためには、公平性や納得性の高い人事評価制度の運

用や管理職員のマネジメント能力の向上が求められる

能力評価結果を昇給に反映するに当たっては、人事評価制度に対する職員の理解を深めていくことが重

要であり、任命権者においては、引き続き人事評価制度の趣旨を踏まえた効果的な研修の実施等、積極的

な取組を行っていくことが必要

③ 定年の引上げ

人事院は、平成30年８月、定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意

見の申出を行い、国はこれに鑑み、法律案を本年３月に国会へ提出したが、６月に廃案となったところで

あり、今後も国の動向を注視していくことが必要

定年の引上げは、雇用と年金の接続が確実に図られる一方で、人事管理の根幹に関わるものであり、能

力及び実績に基づく人事管理の徹底や組織活力を維持するための方策、職員の給与体系や採用計画等、検

討すべき課題が多岐にわたることから、任命権者においては、本県の実情を踏まえて丁寧に検討していく

ことが求められる

現在運用されている再任用制度についても、高齢層職員の能力及び経験を一層有効に活用できるよう環

境整備に努めることが必要

④ 勤務環境の整備

ア 時間外勤務の縮減等

時間外勤務の縮減は、職員の心身の健康保持や公務能率の向上の観点から極めて重要な課題であると

ともに、仕事と家庭の両立支援の推進や人材確保にも資するもの

任命権者においては、長年にわたり様々な取組を実施してきており、知事部局等では、昨年度から時

間外勤務命令の上限が設定されたが、新型コロナウイルス感染症や豚熱（ＣＳＦ）、大規模な自然災害

への対応等の影響もあり、時間外勤務は増加

教育委員会では、本年４月、いわゆる時間外在校等時間の合計時間の上限が定められたが、今後も教

育職員の勤務時間を適正に把握するとともに、新型コロナウイルス感染症への対応を含む新たな業務が

増加しているため、一層の長時間勤務の解消に向けた取組が必要

このような状況を踏まえ、任命権者においては、職員の健康の確保に最大限の配慮を行うとともに、

業務量に応じた人員の確保や機動的な人員配置など、より実効性のある取組をスピード感を持って実施

していくことが重要

年次有給休暇の計画的、連続的取得の促進についても、積極的な取組が必要

イ 心の健康づくりの推進
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職員が心の健康を保持することは、職員本人やその家族にはもちろんのこと、公務能率を向上させ、

質の高い県民サービスを行っていく上でも、重要な課題

これまでも任命権者において、メンタルヘルス不調の発生予防、早期発見・早期対応、円滑な職場復

帰と再発防止を総合的・体系的に推進しているところであり、今後も、ストレスチェック制度の有効活

用等により働きやすい職場づくりに取り組むとともに、長時間労働を行った職員等に対し、産業医によ

る面接指導等を適切に実施していくことが必要

ウ 仕事と家庭の両立支援の推進

性別にかかわりなく育児や介護等に取り組める職場環境づくりの推進は、優秀な人材の確保やキャリ

ア形成の支援等の観点から極めて重要な課題

本年４月策定の「女性活躍・子育てプラン」では、家事・育児や介護を担いながら活躍できる職場環

境の整備や、男性職員の家事・育児参画の促進が定められたが、任命権者は、これらの取組が着実に実

施されるよう、引き続き支援体制を整備していくことが重要

本年７月から「時差出勤」及び「休憩時間の弾力化」の通年化が知事部局等で試行されているが、育

児・介護・障害等、多様な事情に応じた柔軟な働き方は、両立支援の推進に資するため、更なる制度拡

充の検討が求められる

不妊治療と仕事の両立も重要な課題であるため、国や他の都道府県の状況を注視しつつ、その支援の

あり方について検討することが必要

エ ハラスメント防止対策

職場におけるハラスメントは、職員の尊厳を傷つけ、その能力の発揮を妨げるとともに、職場の活力

と機能の低下をもたらすもの

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴い、パワーハラ

スメント等の対策が強化され、本県においても、「ハラスメント防止対策ハンドブック」が作成された

ところ

これまでも各種の防止対策が講じられてきたが、職員の勤務意欲の向上や心身の健康、働きやすい職

場環境を実現するため、対策を充実・強化し、有効に機能させることが必要

２ 職員の給与に関する報告（令和２年１１月９日）

○ 月例給の改定なし

・ 民間給与との較差（0.02％）が極めて小さいため、月例給の改定なし

(1) 民間給与との比較

企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の県内853事業所のうち180事業所を実地調査

（完了率：83.1％）

＜月例給＞

職員と民間の本年４月分給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、学歴及び年齢階層を同じく

する者同士を比較

民間給与（Ａ） 職員給与（Ｂ） 較差（Ａ）－（Ｂ）

374,521円 374,439円 82円（0.02％）
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（注）１ 民間給与（Ａ）は、個々の職員に民間水準の給与額を支給するとした場合の額

２ 職員給与（Ｂ）は、一般行政職員（平均年齢44.0歳、平均経験年数22.1年）の平均給与月額

３ 「一般行政職員」とは、行政職給料表又は事務職給料表の適用を受ける職員（本年度の新規

学卒の採用者を除く。）

(2) 本年の月例給の改定

民間給与との較差が82円（0.02％）と極めて小さいため、月例給の改定は行わない。

第１３ 勤務条件に関する措置の要求の状況

１ 新規申立状況

本年度新規に受理した事案はない。

２ 処理状況

区 分 事案数（件） 請求人数（人）

Ｒ 元 年 度 末 数 0 0

申 立 数 0 0
措置要求

処 理 数 0 0

Ｒ２年度末係属数 0 0

第１４ 不利益処分に関する審査請求の状況

１ 新規申立状況

本年度新規に受理した事案は、１件（ほか受理前に却下した事案が１件）である。

２ 処理状況

事 案 数 （件） 請 求 人 数 （人）
区 分

行政職員 教職員 その他 計 行政職員 教職員 その他 計

Ｒ 元 年 度 末 数 0 1 0 1 0 1 0 1

申 立 数 0 2 0 2 0 2 0 2

処 理 数 0 1 0 1 0 1 0 1

Ｒ２年度末係属数 0 1 0 1 0 1 0 1

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

高崎都市計画公園の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第

２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太
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１ 都市計画の種類及び名称 高崎都市計画公園 ５・５・２号 三ツ寺公園

２ 都市計画の変更年月日 令和３年９月１日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び高崎市都市整備部都市計画課

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第４２条第１項第５号の規定による道路位置の

指定を、次のとおり取り消した。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

指定道路 指定道路
指 定 道 路 指 定 番 号

番号
の 種 類 の 位 置

の延長及び幅員 指 定 年 月 日
メートル 指定取消し年月日

１ 法第４２条第１項 邑楽郡明和町新里６１８ 延長 ４７．００ 群馬県指令太土第３０１４５
第５号に規定する －４ 幅員 ６．００ －１号
道路 令和３年１月１４日

令和３年８月３０日
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教育委員会告示■

◎群馬県教育委員会告示第２号

教育委員会等が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根

拠となる法令等（平成１７年群馬県教育委員会告示第６号）及び教育委員会等が電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠となる法令等（平成１８年群馬県教育委員会告示

第６号）は、公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県教育委員会教育長 渡 辺 郁 美

選挙管理委員会告示■

◎群馬県選挙管理委員会告示第５２号

選挙管理委員会が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の

根拠となる法令等（平成１７年群馬県選挙管理委員会告示第１１１号）及び選挙管理委員会が電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠となる法令等（平成１８年群馬県選

挙管理委員会告示第６９号）は、公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県選挙管理委員会委員長 宮 下 智 滿

人事委員会告示■

◎群馬県人事委員会告示第１号

人事委員会が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠

となる法令等（平成１７年群馬県人事委員会告示第３号）及び人事委員会が電子情報処理組織を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠となる法令等（平成１８年群馬県人事委員会告示第２

号）は、公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県人事委員会委員長 森 田 均

監査委員告示■

◎群馬県監査委員告示第２号

監査委員が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠と

なる法令等（平成１７年群馬県監査委員告示第１号）及び監査委員が電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠となる法令等（平成１８年群馬県監査委員告示第１号）は、

公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県監査委員 林 章

同 石 原 栄 一
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同 岸 善一郎

同 井 下 泰 伸

監査委員公告■

◎監査公表第９号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定により実施した監査の結果

を次のとおり公表する。

令和３年９月２８日

群馬県監査委員 林 章

同 石 原 栄 一

同 岸 善一郎

同 井 下 泰 伸

１ 準拠する基準 本監査は、群馬県監査委員監査基準（令和２年監査委員告示第１号）に準拠して実施した。

２ 監査の種類 地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定に基づく定期監査並びに同条第２項の規定に基づ

く行政監査

３ 監査の対象

(1) 監査対象年度 令和元年度会計（前年度監査基準日の翌日から令和２年５月３１日まで）

令和２年度会計（令和２年４月１日から監査基準日まで）

(2) 監査対象機関 県庁等８６機関及び地域機関等３機関

４ 監査の着眼点 県の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理並びに事務の執行が、法令等の趣旨に

のっとって適正に行われているか、最少の経費で最大の効果が挙がるよう事務運営がなされているか並びに組織

及び運営の合理化に努めているかを主眼に監査を実施した。

５ 監査の実施内容 監査対象機関が作成した監査資料及び関係する資料等に基づき、所管業務について説明を聴

取するとともに、関係する文書及び帳簿その他の関係書類等の確認を行った。

６ 監査結果の概要

(1) 指摘事項（適正を欠くと認められ、改善を要するもの） なし

(2) 注意事項（軽易な誤りがあり、改善を要するもの） なし

(3) 検討事項（事務の効率化等の面から検討を要するもの） なし

７ 機関別監査結果

(1) 知事戦略部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

秘書課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２６日)

戦略企画課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２６日）

メディアプロモーション課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）
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デジタルトランスフォーメ 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
ーション課
（令和３年８月２日）

業務プロセス改革課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

地域外交課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２６日）

(2) 総務部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

総務課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

人事課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

財政課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月４日）

財産有効活用課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

税務課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

市町村課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

統計課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月４日）

危機管理課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２６日）

消防保安課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２６日）

総務事務管理課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

自治研修センター 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

防災航空センター 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２６日）

(3) 地域創生部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

地域創生課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）
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ぐんま暮らし・外国人活躍 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
推進課
（令和３年９月３日）

文化振興課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

文化財保護課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

スポーツ振興課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

(4) 生活こども部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

生活こども課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

県民活動支援・広聴課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２７日）

消費生活課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２７日）

私学・子育て支援課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

児童福祉・青少年課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

(5) 健康福祉部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

健康福祉課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２７日）

監査指導課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

医務課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２７日）

介護高齢課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

感染症・がん疾病対策課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

健康長寿社会づくり推進課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

障害政策課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
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（令和３年８月３０日）

薬務課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

国保援護課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

食品・生活衛生課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月２７日）

(6) 環境森林部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

環境政策課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

気候変動対策課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

環境保全課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月６日）

廃棄物・リサイクル課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月６日）

自然環境課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

林政課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

林業振興課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

森林保全課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

(7) 農政部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

農政課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月６日）

農業構造政策課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

技術支援課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

蚕糸園芸課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

ぐんまブランド推進課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
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（令和３年９月３日）

畜産課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月６日）

農村整備課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月６日）

(8) 産業経済部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

産業政策課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

経営支援課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

地域企業支援課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月６日）

労働政策課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

観光魅力創出課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月６日）

イベント産業振興課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月６日）

ｅスポーツ・新コンテンツ 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
創出課
（令和３年８月６日）

(9) 県土整備部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

監理課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月４日）

建設企画課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

契約検査課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

交通政策課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

道路管理課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

道路整備課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）
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河川課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

砂防課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

都市計画課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月１０日）

下水環境課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月４日）

建築課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

住宅政策課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

下水道総合事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月４日）

(10) 会計局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

会計局 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年７月３０日）

(11) 議会事務局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

議会事務局 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月３０日）

(12) 人事委員会事務局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

人事委員会事務局 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月４日）

(13) 選挙管理委員会

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

選挙管理委員会 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

(14) 監査委員事務局
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監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

監査委員事務局 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月６日）

(15) 労働委員会事務局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

労働委員会事務局 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月２日）

(16) 教育委員会

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

総務課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

管理課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

福利課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

学校人事課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年８月１８日）

義務教育課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

高校教育課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

特別支援教育課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

生涯学習課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

健康体育課 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月３日）

(17) 警察本部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

警察本部 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（令和３年９月６日）



65

令和３年９月２８日（火） 群 馬 県 報 第９９３９号

公安委員会規則■

群馬県警察の組織及び警察職員の配置定数に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和３年９月２８日

群馬県公安委員会委員長 町 田 錦一郎

群馬県公安委員会規則第１０号

群馬県警察の組織及び警察職員の配置定数に関する規則の一部を改正する規則

群馬県警察の組織及び警察職員の配置定数に関する規則（平成１１年群馬県公安委員会規則第３号）の一部を次

のように改正する。

第１７条中第７号を削り、第８号を第７号とし、第９号を第８号とし、第１０号を第９号とする。

第３２条に次の１号を加える。

⑹ 航空隊に関すること。

第４４条の２を削り、第４４条の３を第４４条の２とする。

第４７条の３の次に次の１条を加える。

（航空隊）

第４７条の３の２ 警備第二課に、航空隊を附置する。

２ 航空隊は、前橋市下阿内町に置く。

３ 航空隊の事務は、航空機の運用及び整備等に関することとする。

附 則

この規則は、令和３年１０月１日から施行する。

群馬県公安委員会等の所管する行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

令和３年９月２８日

群馬県公安委員会委員長 町 田 錦一郎

群馬県公安委員会規則第１１号

群馬県公安委員会等の所管する行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則の一部を改正する規

則

群馬県公安委員会等の所管する行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則（令和３年群馬県公安委

員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

第４条を次のように改める。

第４条 削除

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

警察本部告示■

◎群馬県警察本部告示第５号
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群馬県公安委員会等の所管する行政手続等における情報通信の技術の利用に関する細則（令和３年群馬県警察本

部告示第４号）の一部を次のように改正する。

令和３年９月２８日

群馬県警察本部長 千代延 晃 平

第２条を削り、第３条を第２条とする。

第４条中「別表第２左欄」を「別表左欄」に改め、同条を第３条とし、第５条を第４条とする。

第６条中「別表第２左欄」を「別表左欄」に改め、同条を第５条とする。

第７条中「別表第２左欄」を「別表左欄」に改め、同条を第６条とする。

第８条中「別表第２左欄」を「別表左欄」に改め、同条を第７条とし、第９条を第８条とする。

別表第１を削る。

別表第２中「第４条、第６条、第７条、第８条」を「第３条、第５条、第６条、第７条」に改め、「警備業法」

の次に「（昭和４７年法律第１１７号）」を、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律施行規則」の次

に「（平成３年国家公安委員会規則第４号）」を、「道路交通法」の次に「（昭和３５年法律第１０５号）」を加

え、同表を別表とする。

附 則

この告示は、公布の日から施行する。

労働委員会告示■

◎群馬県労働委員会告示第３号

労働委員会が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠

となる法令等(平成１８年群馬県労働委員会告示第４号)は、公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県労働委員会会長 清 水 敏

収用委員会告示■

◎群馬県収用委員会告示第１号

収用委員会が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠

となる法令等（平成１８年群馬県収用委員会告示第１号）は、公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県収用委員会会長 戸 所 仁 治

内水面漁場管理委員会告示■

◎群馬県内水面漁場管理委員会告示第２号

内水面漁場管理委員会が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手

続等の根拠となる法令等（平成１８年群馬県内水面漁場管理委員会告示第２号）は、公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県内水面漁場管理委員会会長 松 元 平 吉
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公営企業告示■

◎群馬県公営企業告示第１号

企業管理者が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠

となる法令等（平成１８年群馬県公営企業告示第２号）及び企業管理者が電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠となる法令等（平成１８年群馬県公営企業告示第３号）

は、公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県企業管理者 中 島 啓 介

病院事業告示■

◎病院事業告示第２号

病院事業の管理者の権限を行う知事が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

により行う手続等の根拠となる法令等(平成２５年群馬県病院事業告示第６号)は、公布の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県知事 山 本 一 太

議会告示■

◎群馬県議会告示第１号

群馬県議会が電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠

となる法令等（平成１７年群馬県議会告示第１号）及び群馬県議会が電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法により行う手続等の根拠となる法令等（平成１８年群馬県議会告示第１号）は、公布

の日限り廃止する。

令和３年９月２８日

群馬県議会議長 井 田 泉
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